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第1章序論

Ll　はじめに

　近年、鉄道などのトンネルにおいて、年数が経過したトンネルの覆工コンクリート（以

下、覆工）が老朽化やその他様々な要因により劣化し、コンクリート片が剥落するとい

った事故がいくつか報告されており1）、社会的にも大きく取り上げられている。特に膨

張性地山のトンネルでは、トンネルが完成して長期間経過後、予想以上の外力が覆工に

作用した結果、剥落には至っていないものの、変状が発生し、大掛かりな改築、補修工

事を実施している事例もある。このような変状箇所の剥落事故を未然に防止するため、

補修方法や補強方法について実験、研究が重ねられてきている2）3）。一方、供用開始前

の建設段階において、トンネル覆工の変状初期段階のひび割れの発生を極力少なくする

などトンネルの劣化が進行しないような対処をしておくことが将来的な耐久性、安全性

に結びつくと考えられ、同時にライフサイクルコストの縮減にもつながると思われる。

特に膨張性地山のトンネルにおいてはこのような覆工設計の考え方が必要となってき

ている。

　NATMによる施工においては、吹付けコンクリートやロックボルト、鋼製支保工と

いった一次支保と地山との相互作用でトンネルの安定を確保しており、一次支保の状態

でトンネル内空変位が収束した後に覆工の打設を行うことが基本となっている4）5）。し

たがって、一般に覆工には力学的機能を持たせず、供用性や安全率向上の意味から標準

設計巻厚を設定し、無筋コンクリートによる施工がなされている場合が多い。しかし、

いわゆる膨張性地山と呼ばれるような一部の地山条件下では、大きな変位が収束せずに

続くため、このような地山を一次支保のままで放置することは一次支保の破壊にもっな

がることがあり、また覆工の巻厚を確保するための縫返しが必要となる場合も生じてく

る。このための対策として一次支保の剛性を高めてクリープ的な変位を抑止する方法が

あるが、一次支保の仕様をいたずらに大きくすることは、施工性・経済性の面から実用

的に限界がある。そこで通常よりは比較的大きな一次支保を行うものの、多少のクリー

プ的な変位を残したままの段階で覆工を打設する方法が考えられる。この場合、クリー

プが収束するまでの変位を抑制するに見合う荷重が覆工に作用することとなり、必要に

より覆工仕様の変更が要求される。

　このような膨張性地山における覆工の設計に際しては、覆工に作用する荷重形態や荷
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重レベルに関する種々の研究が行われているが、明確化されたものはなく、既往の実績

等を参考に行っているのが現状である。そのため、トンネル構造物の将来にわたる品質

確保の面から、膨張性地山における覆工の設計手法を確立する必要がある。

1．2　研究の目的と構成

　延長25．8kmの世界最長の陸上トンネルである東北新幹線岩手一戸トンネルの建設

では、膨張性地山が延長5kmにわたって出現した。この区間は事前調査のうえ、各種

計測を行いながら施工したが、一次支保のみでは変位が収束せず、インバートによる断

面の早期閉合を図ったもののクリープ的な変位が続いた。そのため、部分的には覆工に

鉄筋コンクリート、鋼繊維補強コンクリート（以下、SFRC）を用いたが、一部の区間

では時間の経過とともに、曲げ引張応力による微少なひび割れが側壁部（S．L．部）付近

に縦断的に発生した。

　本研究では、以上のような特徴を有する膨張性地山における覆工の施工実績やひび割

れ発生状況と覆工打設前に得られる地形・地質状況および変位状況の基礎的な相関分析

を行うとともに、多変量解析を用いた分析を行い、膨張性地山に対応した覆工の設計手

法を提案する。また同時に、変位データから覆工作用荷重を求める理論解析的な推定方

法と、ひび割れ発生時に着目した部材耐力の評価法を提案し、この設計手法を検証する。

　第1章は序論で、研究の背景、膨張性地山のトンネルにおける覆工設計の現在の課題

等について述べ、本研究の位置付けと目的を明らかにしている。

　第2章では覆工の変状・ひび割れに関する研究、多変量解析を用いたトンネル設計に

関する研究および未収束変位による覆工への作用荷重の推定に関する研究について得

られている知見について紹介するとともに、膨張性地山に施工された比較的最近のトン

ネルにおける掘削および覆工の施工事例と、膨張性土圧が原因で補修が必要となった覆

工の変状事例と対策工について述べる。

　第3章では覆工のひび割れ調査結果から、変位状況、覆工内の応力状態とひび割れ発

生状況との関係を明らかにするとともに、多変量解析を用いて外力作用によるひび割れ

発生に関する判別式を求める。

　第4章では、トンネル掘削から覆工打設までに得られる各種データと実際に採用され

た覆工仕様のデータを用いて多変量解析を行うことにより、各データ間の相関性を明ら
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かにし、同時に事前に得られるデータから覆工仕様を選定する判別式を求め、その妥当

性を検証する。

　第5章では、まず、膨張性地山における覆工内発生応力度の計測結果から実際に作用

している外力の状態を明らかにする。次に、既存の研究における変形のモデル化などに

一部修正を加えることで、トンネル掘削時の内空変位計測値から、簡易な計算により将

来の覆工への作用荷重を推定する方法を検討する。また、ひび割れ発生時に着目した無

筋コンクリート覆工の部材耐力の評価を行い、ひび割れ発生時の境界荷重値を求めるこ

とにより、荷重が既知の場合のひび割れの発生を許容しない設計ノモグラムを作成する。

　第6章では、第5章における理論的手法により、第3章および第4章における実績に

もとついた覆工仕様の選定法を任意区間のデータを用いた試設計により検証し、膨張性

地山に適応した覆工の設計法を新たに提案する。

　第7章では、各章において得られた結論を取りまとめ、本論文の結論とした。

　図1．1に本研究の構成を示す。

第1章　序論

第2章 既往研究と施工事例

第3章 覆工のひび割れ発生

�ｵに関する分析

第4章
多変量解析

覆工の仕様に関する 第5章 変位未収束区間における

｢工作用荷重の検討

第6章 覆工設計法の提案

第7章 結論

図1．1本研究の構成
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第2章既往の研究と施工事例

2．1　既往の研究

　本節では、覆工の変状・ひび割れに関する研究、多変量解析を用いたトンネル設計

に関する研究および未収束変位による覆工への作用荷重の推定に関する研究にっい

て得られている知見を紹介する。

2．1．1　覆工の変状、ひび割れに関する研究

　山岳NATMにおける覆工は、一次支保の安全率の向上を目的とし、そのうえ、内装

機能、保守管理機能、トンネル内施設の保持機能などを付加する目的で設計される6）。

そのため、一般の地質のトンネルで、かつ適切な施工がなされていれば、変状が起こ

ることは稀であると考えられる。また、特殊地山においては、一次支保の補強や、補

助工法による対策を行ったうえで覆工を打設している場合が多い。しかしながら、覆

工が様々な要因によって変状する事例も存在しており、これらに対する研究も要因別

にいくつかなされている。特に温度応力、乾燥収縮の要因によるひび割れに関する研

究は多岐にわたっている。

　本項ではこれらの研究のうち、本論文において取り上げる膨張性土圧などの外力の

作用を原因とする変状やひび割れに関するもの、および環境的な要因によるものにっ

いての研究と得られている知見を示す。

　外力作用による変状、ひび割れについて、トンネル補強・補修マニュアル7＞では、

覆工の変状原因として、塑性地圧を挙げており、この地圧が発生しやすい条件を示し、

地形、地質条件により覆工に大きな土圧が作用するといわれているとしている。また、

塑性地圧による変状現象の特徴を示し、側壁の押出し、側壁あるいはアーチ肩部の水

平ひび割れが起こりやすいとしている。山岳トンネル覆工の現状と対策8）では、塑性

地圧、水圧、凍上圧、緩み鉛直圧、偏圧、地すべりなどの外力要因による覆工の変状

の発生形態を整理している。変状トンネル対策工設計マニュアル9）では、地圧による

ひび割れが、作用位置やかかり方によって異なる状況を1／30の覆工モデルを用いた

載荷実験結果に基づき分類している。松岡ら10）は、ひび割れが生じた後の覆工の力

学挙動を、ひび割れが発生したと判断される節点をピン結合または回転ばねとする骨

組解析により表現することが可能としている。また、松岡ら11）は、鋼繊維補強コン
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クリート部材における曲げ強度などのじん性能を評価するため、簡便に実施できるコ

ンクリートの曲げ試験からSFRCのひび割れ開口幅の進展と引張強度の低下の関係を

表す引張軟化曲線を算定する方法を示している。鋼繊維補強コンクリート設計施工マ

ニュアル12）では、SFRC覆工において設計断面力が作用した場合のひび割れ幅の算定

方法を提案しており、鋼繊維によるひび割れ断面での引張応力の伝達については簡易

に曲げ試験より求められる引張強度を用いることとしている。福島ら13）はひび割れ

発生要因の一つとして、覆工打設後の一次支保の微少な変形による点載荷を挙げてい

る。また、他の要因として、一旦ゆるんだ地山が再圧密される過程での強い地圧を挙

げ、この地圧が働くことは少ないが、皆無ではないとし、10年以上かかることもあ

るとしている。

　環境的な要因による変状について、山岳トンネル覆工の現状と対策14）では外力以

外の覆工の主な変状と原因について、覆工表面に見られる変状現象から、主に材料や

施工に起因すると考えられる主な変状原因を整理している。トンネル標準示方書［山

岳工法編］・同解説15）では、過大な荷重が作用した場合の変状に伴う亀裂とは別に、

主としてコンクリートの収縮ひずみが吹付けコンクリート等によって外部拘束され

るために生じる引張応力に伴うひび割れが発生しやすいとし、その収縮ひずみの発生

要因と、有効な対策について述べている。高山ら16）は、NATMにおける覆工のひび割

れの特徴について、外部拘束による引張応力の作用について定式化しており、覆工の

拘束度が吹付けコンクリート面の凹凸状態・吹付けコンクリート厚・密着状況（隙間

の程度）、および、岩盤の硬さ（ヤング率）と覆工厚により変わることが推察できる

としている。江村ら17）は、ひび割れの発生原因を推定し、適切な防止対策を実施す

るのが困難な状況にあるとし、12スパンの試験施工と測定結果から、ひび割れの発

生原因はセメントの水和熱による温度応力であるなどの10の知見を得ている。小野

田ら18）は1981、1986、1988年の3時点での覆工ひび割れの調査から、ひび割れの進

展について述べている。その際、覆工のひび割れを防止する目的で建設時に止水シー

ト系材料とマット系材料による試験施工が実施されており、その効果の多少によるひ

び割れの発生状況の差異について全面に止水シートを使用した区間では1988年の調

査でもひび割れの発生がほとんど認められない等の知見を得ている。杉浦ら19）は、

外力などの影響が無く、トンネル天端付近で縦断方向にひび割れが発生する原因にっ

いて、温度応力や乾燥収縮などが要因となり得るとの検討結果について理論的な考察
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を加えている。

2．1．2　多変量解析によるトンネル設計に関する研究

　多変量解析とは、複数の項目について同時に調査がおこなわれたデータの分析に有

効な統計解析の手法で、経済、医療、教育などの分野で多く適用されている。この多

変量解析により、複数存在するデータの項目間の関連を調べ、複数のデータを包括的

に理解し分析することができる。

　トンネル分野においても例外ではなく、これまでに多くの適用事例がある。調査お

よび設計に関して、久慈ら20）は、FEM解析における解析値と実測値の乖離の理由を地

山の変形係数と支保導入時の応力解放率に注目して、多変量解析により検討し、地山

の変形係数からは地表面沈下量が推定でき、応力解放率は60％が妥当という結果を得

ている。原ら21）および桑原ら22）は、トンネル掘削にあたっての地質調査の精度、効

率を上げるためにTDEM法による調査の実験的検討をおこない、求められた比抵抗構

造とトンネルの地山評価、切羽における地質構造を多変量解析により対比し、TDEM

法による地質調査の有効性を検討している。柴田ら23｝は、水力発電所の導水路トンネ

ルにおいて、掘削時に得られた地質状態を表す各要素を利用して多変量解析すること

により、一次支保建て込みの要否を判断する無巻判定基準を作成している。山本ら24）

は、圧力水路トンネルの覆工の設計において、挙動に影響する要因間の重み付けおよ

び時間遅れの影響を自動的に考慮できる多変量自己回帰モデルを考え、実際に計測さ

れたデータを利用して圧力水路トンネルの挙動に及ぼす各種の要因分析を行ってい

るが、覆工に発生するひずみとの相関を検討しており、覆工の仕様やひび割れ発生を

予測するものではない。

　岩盤分野における地質評価について、NAKAOら25）は、トンネル工事における岩盤の

工学的評価および分類を目的として、日本国内で施工された152例の施工データを用

いて個々の因子の重要度と重み付けを検討し、その結果を外国で開発されたRMR法、

RSR法およびQシステムと比較することで、日本特有の地質条件を反映した重みに変

更する必要があることを示している。池口ら26）は、実際に施工されたトンネルにおけ

る切羽観察結果を利用して、多変量解析を用いて切羽安定の評価指標となるパラメー

ターを見出す検討を行い、観察項目のうち、「圧縮強度」、「風化変質」、「割れ目の状

態」の3つの指標が有効と結論づけている。永井ら27）は、極めて脆弱な地山に扁平大

断面トンネルを掘削する工事において、従来の地質評価手法により得られた切羽評価
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に加え、計測工との対比を行い、本坑掘削時の地山挙動予測を試みている。

　トンネルの掘削工法および支保パターンの選定について、鍛冶28）は、ボーリング調

査によって得られた7種類のデータを利用して主成分分析を実施することにより、合

理的なトンネル施工法を予測することを試みている。LIUら29）は、セメリンク基底鉄

道トンネルの調査坑工事における地質、地山物性、支保工、計測などに基づくデータ

を利用して、不連続面の方向頻度分布、地山等級、支保パターンとの関係分析を実施

している。赤木ら30）は、13593断面のデータを4つの岩石グループに分類し、各グル

ープにおいて、切羽観察で得られる各観察項目の評価区分値を利用した支保選定方法

を設定するために、切羽観察データと支保パターンとの関連性を整理・分析している。

山本ら3Dおよび白鷺ら32）は、　TBMによるトンネル掘削の際に得られるTBMの機械デー

タおよび坑壁地質評価点を利用して、多変量解析により合理的な支保パターンを選定

する手法を提案している。

　土質分野における地質評価について、伊藤ら33）は、シールド工事において得られる

複数の定量的なデータを多変量解析することで、トンネル横断方向の地表面沈下形状

を予測している。神藤ら34）は、土被りの大きい軟質地山を対象として、切羽の進行に

伴う地圧現象を明らかにする目的でトンネルの3次元模型実験を行った際、地山強度

比および内部摩擦角を説明変数として多変量解析することで内空変位を予測してい

る。金井ら35）は、泥水シールド工法における機械データなどを利用して多変量解析に

より余掘り量を推定している。菊地ら36）は、土構造物の安定性を評価するうえで1

つの指標となるAE波形パラメーターの評価基準を設定することを目的として主成分

分析を実施することで、AE波形パラメーターからその発生要因を推定することが可

能であることを確認している。木谷37）38）は、未固結堆積物を主体とする土砂地山にお

いて、山岳トンネル工法によりトンネルを掘削する場合に考慮すべき切羽の安定性に

ついて、施工データと実験データの両面から検討した結果、地盤の粒度分布や密度が

限界動水勾配と高い相関があり、また、限界動水勾配は切羽の安定性に強く関与する

ことを確認している。また、シールド掘進機の運転管理の一環として、秩父ら39）は、

シールド掘進時の掘進機の振動を主成分分析することで、掘進機の仕様や運転方法の

異なる事例での検出信号を同じ特徴の空間において地質別にパターン分類できるこ

とを確認している。
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2．L3　未収束変位による覆工への作用荷重の推定方法に関する研究

　膨張性地山において覆工に作用する荷重形態や荷重レベルを覆工打設前に得られ

る計測データをもとに推定する方法に関する既往の研究について、その概要を以下に

述べる。

（1）北川ら40）の方法　（収束変位量から想定した掘削相当外力を用いて将来荷重を推

定する方法）

　九州新幹線第二今泉トンネルで用いられた手法である。この手法では、トンネルの

単位変位量と増加荷重の関係を正比例であるものと仮定し、トンネルの変位の進行を

クリープ関数式によりモデル化し、FEM解析により求められる掘削解放応力とクリー

プ関数式により求められるトンネルの変位量との関係から将来荷重の推定を行って

いる。この手法における将来荷重の推定手順を以下に示す。

　DFEMによる逆解析を行い、地山の塑性状態やクリープ挙動を含めて、地山物性

値を同定する。

　2）インバート設置後の変位計測値の変化を下式に示すフォークトモデルによるク

リープ関数式

u、，　－Ue＋α・（1－e一βり・Ue……………・………一……・…・（2・・1）

（ここに、U，t：変位量（mm）、Ue：弾性変位量（mm）、α：粘性倍率、β：遅延係数（1／day）、

r：クリープ開始からの時間（day））

　によりモデル化し、覆工を打設しなかった場合の最終変位量（収束変位量）と覆工

により拘束された変位量（拘束変位量）を算定する。

　3）収束変位量に対する拘束変位量の比率を求め、全掘削解放力（地山の初期応力）

にこの比率を乗じることで将来荷重を算定する。

（2）北川ら40｝、伊藤ら41）の方法　（2時点で測定された変位速度をもとに将来荷重

を推定する方法）

　インバート打設直後と覆工打設直前の2時点で計測されたトンネルの変位速度と、

骨組解析による逆解析により算出される単位変位速度当りの荷重増分の関係から、将

来荷重を推定する方法であり、変位速度差と増加荷重の関係を正比例関係と仮定して

いる。この手法における将来荷重の推定手順を以下に示す。
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　1）計測値から、インバート打設後と覆工打設直前の変位速度（v，、v2）を算定する。

　2）骨組解析を用いた逆解析を行い、インバート打設後と覆工打設直前の変位計測

値を再現する側圧係数（Ko）と変位速度差当りの荷重増分（△Px．△Pr）を算定する。

　3）インバート打設後～覆工打設前までの変位速度差と、覆工打設時～収束（V3＝0）

までの変位速度差、単位変位速度差当りの荷重増分△Pxから、

Px－
iAPxv，－v，）・（v・－v・）………・一一一…・……・…・（2・2）

巳．互・…一…一・……一………・・…一…・・…（2．3）
　　　Ko

（ここに、Px：水平荷重、　Pr：鉛直荷重）

　により将来荷重を算定する。

（3）北川ら40｝の方法　（単位変位量当りの荷重と収束変位量の関係から将来荷重を

推定する方法）

　単位変位量と増加荷重の関係を正比例と仮定し、トンネルの変位の進行をクリープ

関数式によりモデル化し、骨組解析により求められるインバート打設直後から覆工打

設直前までの単位変位当りの荷重とクリープ関数式により求められるトンネル変位

量との関係から将来荷重の推定を行う方法である。この手法における解析手順を以下

に示す。

　Dインバート設置後の変位計測値の変化をフォークトモデルによるクリープ関数

式（（2．D式と同様の式）によりモデル化し、覆工打設によって拘束された変位量（拘

束変位量：δx，δr）を算定する。

　2）骨組解析を用いた逆解析を行い、インバート打設後と覆工打設直前の変位計測

値を再現する側圧係数（Ko）と、単位変位量当りの荷重増分（△Px，△Pr）を算定す

る。

　3）単位変位量当りの荷重増分と覆工打設により拘束された拘束変位量の関係から、

　Px＝△Px・δ∬・・・・・・・・・・・・・・…　　’・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　　（2．4）

　PrニムPr・δr・・・・・・・・・・・・・・…　’・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　（2．5）

（ここに、Px：水平荷重、　Py：鉛直荷重）

　により将来荷重を推定する。
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（4）北川ら40）、伊藤ら41）、登坂ら42）の方法　　（クリープ定数と弾性変位量の関係

から将来荷重を推定する方法）

　この手法では、北川ら40）と伊藤ら41）と登坂ら42）の研究それぞれにおいて、個別

の荷重推定式が提案されている。いずれの手法も、施工時に得られる天端沈下および

内空変位計測値をもとに、覆工打設時の変位速度を推定し、トンネルの変位の進行を

クリープ関数式によりモデル化することで得られるクリープ係数値と弾性理論解か

ら荷重算定式を誘導することで、覆工に作用する荷重を推定する。これらの手法にお

ける荷重推定の手順を以下に示す。

　D天端沈下および内空変位計測値をその発生期間により弾性変形範囲とクリープ

変形範囲とに区分し、クリープ変形をフォークトモデルによるクリープ関数式（（2．1）

式と同様の式）によりモデル化することによってクリープ係数値（α、β）を得る。

　2）覆工打設直前の変位速度を計測値またはクリープ関数式より算定する。

　3）無限弾性均質等方体の地盤に円形トンネルを掘削した場合の弾性理論解とクリ

ープ関数式から荷重算定式を誘導し、この式に覆工打設時変位速度、クリープ係数（α、

β）等を代入することで覆工に作用する荷重を得る。

　なお、これら手法の特徴は、将来荷重の算出に対して逆解析を必要としないため、

計測値からクリープ特性値を算定するだけで将来荷重を推定することが可能である

ことにある。

（5）豊原ら43）、山本ら44）の方法　　（FEM解析により推定した覆工変位量から覆工断

面力を算出する方法）

　北陸新幹線朝日トンネルで用いられた手法である。この手法では、トンネル掘削過

程から覆工打設後までをFEM解析で再現することで覆工変位量を算出し、その変位量

を覆工をモデル化した骨組解析に強制変位として与えることで覆工発生断面力を算

出する。この手法における将来荷重の推定手順を以下に示す。

　1）FEM解析を行い、地山の塑性状態やクリープ挙動を含めて、地山物性値を同定

する。

　2）同定解析で得られた物性値を用いたFEM解析モデルにより掘削時の変形過程を

再現し、そこに覆工を打設（モデル化）することで、覆工に発生する変位量を算出す
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る。

　3）覆工をモデル化した骨組解析モデルにFEM解析で得られた覆工変位量を強制変

位として与えることで覆工断面力を算定する。

（6）非弾性ひずみを扱う逆解析手法45）46）47）を用いて将来荷重を推定する方法

　単位変位量と増加荷重の関係を正比例と仮定し、非弾性ひずみを扱うことが可能な

逆解析手法により得られるインバート打設から覆工打設までの単位変位量当りの地

山応力増分と、トンネルの変位の進行をクリープ関数式によりモデル化することによ

って得られるトンネルの変位量との関係から将来荷重の算定を行う手法である。この

手法における将来荷重の推定手順を以下に示す。

　Dインバート設置後の変位計測値の変化をフォークトモデルによるクリープ関数

式（（2．1）式と同様の式）によりモデル化し、覆工打設によって拘束された変位量（拘

束変位量：δ　x．δy）を算定する。

　2）非弾性ひずみを扱うことが可能なモデルによる逆解析を行い、単位変位量当り

の地山応力増分（△Kx、△Ky）を算定する。

　3）単位変位量当りの地山応力増分と覆工打設により拘束された拘束変位量の関係

　から、Px＝△κピδピ・・・…　一一・・一一・・・・・・・・・・・…　一一・・・・・・・…　i－一一・・…　　（2．6）

　」Pr＝△Kr・δr・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　　　（2．7）

（ここに、Px：水平荷重、　Pr：鉛直荷重）

　により将来荷重を推定する。

（7）高橋ら48）の方法　（覆工のみで全荷重を負担するものとして将来荷重を推定す

る手法）

　上信越自動車道日暮山トンネルll期線において行われた設計法である。一次支保と

地山の長期的な安定性の問題を考慮して、覆工のみで全荷重を負担するものとして設

計する手法。設計荷重は、覆工打設時点までの荷重P，と覆工打設後の荷重P2に分け

て考え、それぞれの荷重を一次支保の段階での内空変位と吹付けコンクリート応力お

よび鋼アーチ支保工応力測定のデータをもとに算出する。荷重推定手順を以下に示す。

　1）計測B（吹付けコンクリート応力と鋼アーチ支保工応力）の結果から、覆工打
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設時点の発生応力（軸力）を推定する。

　2）推定した発生軸力から一次支保への作用外力乃を算出する。

　3）内空変位データをフォークトモデルによるクリープ関数式（（2．1）式と同様の

式）によりモデル化し、覆工打設により拘束された変位量（拘束変位量：δ）を算定

する。

　4）拘束変位量δを発生させるのに必要な土圧をKirschの解49）を用いて算出する。

　5）手順4）で算出した土圧が作用する場合の覆工への作用荷重P，をEinsteinらの

提案する手法49）のうち、支保剛性を考慮した場合の支保部材応力の算定式を用いて

算出する。

　6）手順2）で得られた荷重君と手順5）で得られた荷重巳を足し合わせたものを

将来荷重とする。

2．2　膨張性地山におけるトンネルの施工事例と供用開始後の変状事例

2．2．1　膨張性地山におけるトンネルの施工事例

　近年の膨張性地山におけるトンネルは、掘削機械の大型化や、施工の効率化により、

断面の早期閉合が可能となったことや、事前地質調査による工事ルートの精査により、

かつてのように押出し変形が数メートルに及び、工事の長期中断を余儀なくされるよ

うな難工事は少なくなっている。ここでは、近年施工された膨張性地山におけるトン

ネルの掘削状況を調査し、様々な対策工により、膨張性土圧による変位をいかに抑制

しているかについて紹介する。

　また、膨張性地山においては、インバート閉合後も変位が収束せず、その状態で覆

工を打設すると、微少な変位が覆工により拘束され、荷重が作用することから、鋼繊

維補強コンクリートにより覆工を補強するケースが多くなってきている。ここではそ

の施工事例についても示す。

（1）北陸新幹線飯山トンネル50）51）

　飯山トンネルは、長野県飯山盆地と新潟県高田平野の間の東頸城丘陵南端部を貫く

22，225mのトンネルである。この丘陵は標高300～800mで地表には多数の地すべり

が発生している。
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　図2．1に飯山トンネルの地質を示す。トンネルの中央付近に富倉背斜軸があり、

軸付近にこの地域では最も下位の地層である新第三紀中新世の寺泊層の凝灰角礫岩

が分布している。また、それを挟んで両側に順次新しい地層である椎谷層、西山層、

灰爪層、および小国層が分布している。椎谷層、西山層は泥岩を主体としており、か

ねてから膨圧の発生が懸念されていた。また灰爪層も泥岩卓越部が存在し、同様な懸

念がある。このように地形・地質条件が超膨張性により難工事となった北越北線鍋立

山トンネルと似ているため、飯山トンネルの地質調査は、通常の調査である地表踏査、

ボーリング、弾性波探査に加え10～20m2程度の調査坑の試験掘削を9箇所において

実施している。膨圧発生の判定指標として岩石の一軸圧縮強度、構成土粒子の自然含

水比、陽イオン交換容量（C．E．C）、2μ皿以下の粒子含有率を取り上げ分析している。

　図2．2は先進ボーリングのコアを採取して膨張性の指標となる各種岩石試験結果

を鍋立山トンネル52）53）54）の結果と比較したものであり、単位体積重量、自然含水比、

液性限界、塑性指数は鍋立山トンネル中・西工区に比べて小さく、地山状態良好を示

すが、2μm以下含有量、陽イオン交換容量、地山強度比、一軸圧縮強度に関しては

同程度、もしくは地山状態不良を示すことが分かった。

　飯山トンネルの最も土被りの大きい個所に位置する富倉工区は、765mの長い斜路

から本坑に取り付いており、本坑は200mを越える土被りとなっている。そのため掘

削中のほとんど全区間で膨圧があり、150～700mm程度の内空変位が発生している。

標高（m）

700

600

500

400

300

200

100

　キロ程8

絵

‡°蕎W……＾

’

小国層

灰爪層

西山層

権谷層

寺泊層

洪積世

欝新世

中斬世

斬第＝　紀

　　

　　

@　

8

図2．1飯山トンネル地質縦断図
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地山強度比

　　　　4．5

陽イオン交換容量

　Meq／100g

2μm以下粒子含有量

　　　％

　・…　鍋立山中工区

一◇一鍋立山西工区

一〇一飯山トンネル富倉工区
　　　（153km600m付近）

一軸圧縮強度N／mm2

　　12．O
　　　　l＼＼変形係数

6’””°・

液性限界

　％

　2．45
　　　単位体積重量
2．25　　　　　9／cm3

自然含水比

　％

図2．2　岩石試験結果比較

　この区間では、変状状況、先進ボーリング、弾性波再解析結果から300㎜程度の大

変形が続く地山であると判断されたため、支保の高耐力化、支保の二重化、掘削断面

の分割施工など、支保耐力や掘削方法変更の検討を行っている。その結果、切羽で高

耐力の支保工を建て込むことは有利ではないものと考えられた。一方、掘削断面を分

割して施工する場合には、大幅な施工機械の変更を伴うことにもなる。ここでの変位

の経過を見てみると、掘削直後が最も大きく、時間の経過と切羽の離れに伴い、収束

に向かう傾向にある。また、膨張性地山のトンネルでは、従来からトンネル断面に変

形余裕を設けたり、縫返しを行うことがしばしば実施され、縫返し後の変位はそれ以

前よりも一般に小さいことが知られており、大きな地圧を変位で逃がす方法が有利と

考えられた。こうしたことから、坑壁の変位をある程度許容することにより一次支保

の健全性が損なわれることを見越し、その内側に新たに二次支保を建て込むことによ

り、支保全体の健全性を確保する二重支保工法を採用している（図2．3）。その結果、

二重支保工法の採用区間では、二次支保はおおむね健全な状態となっている。
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吹付けコンクリートt＝25cm（鋼繊維入）

一次支保変形余裕20cm

二次支保

鋼製支保工H150
　付けコンクリートt＝15cm（鋼織維入）

〃

二次支保変形余裕15cm

　一S．L

RミZ35

ロックボルト（庫擦定着方式）
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図2．3　飯山トンネルニ重支保構造

標高（m）

500

伽
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0　創1防面 鱒方面

王
1 1＆m 19㎞ 撫 21㎞

長 0 1⑰ 励 ㎜ 棚 蜘
地 ・

白亜紀～古第＝紀 ＝

地眉 太蔓山層群 凝灰質砂磯 北陸層群
岩 山岩質凝灰角硬岩・火山磯凝灰岩 ・ ・ 安山岩 泥岩 詫岩

図2．4　朝日トンネル地質縦断図

（2）北陸新幹線朝日トンネル55）

　朝日トンネルは、富山県と新潟県との県境付近に位置する延長7，550mのトンネル

である。図2．4にトンネルの地質縦断図を示す。朝日トンネル東工区の地質は中生

代白亜紀～古第三紀の安山岩質溶岩、安山岩質凝灰角礫岩と新第三紀の安山岩、泥岩

であり、押出し性が大きかった区間は、流紋岩質溶結凝灰岩、凝灰岩からなり、破砕

が進行している地質である。これらの破砕層がトンネル横断面とほぼ平行に交わるの

が特徴である。破砕帯区間の岩石試験の結果を表2．1に示すが、一軸圧縮強度で0．19

～0．34N／mm2となる区間があり、土被り400mを考慮すると、固結粘土層の地山強度比
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は0．1以下という結果である。また、X線分析結果では膨張性モンモリロナイトの存

在を確認できたものの、ごく微量なためトンネルに対する悪影響はないとみられ、当

破砕帯で発生したトンネルの変形は、主に地山の強度不足に起因するものと思われる。

支保パターンなど施工状況について図2．5に示す。

　19km　500m付近から初期の内空変位速度が増大傾向を示しはじめ、支保パターンを

逐次変更し吹付けコンクリートには高強度鋼繊維補強コンクリートを使用するパタ

ーンを採用したが、ロックボルト頂部ナットの破断や鋼製支保工の変形・破断などの

現象が発生した。補助ベンチ付き全断面区間では、掘削して4ヶ月を経ても完全には

変形が収束せず、下半水平変位量が最大554mmに達した地点もある。このときの変位

量増加の特徴としては、掘削後4ヶ月を経て変位速度は減少傾向から増加傾向に転じ、

lmm／日から5mm／日まで徐々に増加したことである。200mmの変位量を超える区間は

500m続き、支保の変形、破断が相次いだ。そのため、対策工としてインバートによ

る断面の早期閉合、支保剛性の増加、変形余裕量の確保を実施した。高耐力の支保構

造を図2．6に示す。

表2．1岩石試験結果一覧

採取場所
土の湿潤密度試験

@JSF　T　191

土の一軸

ｳ縮試験
iSF　T

@511

三軸圧縮試験

iSF　T　520521
x線分析 特　　記

19km600m
一

（N！mm2）

@13．2
一

膨張性モンモリロナイト

ﾌ存在は確認するが、

�ﾊのため影響無し

破砕帯部の比較

I良質な岩石資
ｿを抽出

湿潤密度（ρ・m’） 2．22 試験方法 ［uu］

乾燥密度（9κm’） 2．01 c（N！mm2） 0，057

19km710m 自然含水比（％） 10．1

（N／mm2）

O，186
φ度 3 一

ボーリング

Rア資料
圧縮強さ

iN／mm2）
0，134

湿潤密度（　　19／cm） 2．21 試験方法 ［uu］

乾燥密度（　　　19／cm） 2．04 C（N／mmZ） 0，035

19km721m 自然含水比（％） 8．4

（N／mm2）

O，342
φ度 0 一

ボーリング

Rア資料
圧縮強さ

iN／mm2）
0，071

湿潤密度（　　］9／cm） 2．67

19km960m 乾燥密度（　　　19／cm） 2．69

（N／mm2）

@73．8
一 一

ボーリング

Rア資料
自然含水比（％） 1．1

湿潤密度（ρ・m’） 2．35 試験方法 ［uu］

乾燥密度（　　　19／c【n） L94 c（N／mm2） 0，035

20kmOO3m 自然含水比（％） 12．3

一
φ度 0

一

ボーリング

Rア資料圧縮強さ

iN／mm2）
0，071
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図2．5　破砕帯の地質と施工状況
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（3）上信越自動車道日暮山トンネル（ll期線）56）

　日暮山トンネル（ll期線）は、上信越自動車道の佐久ICと碓氷軽井沢IC間の延長

2，051mのトンネルである。このうち東工事ではトンネル中央部に存在する膨張性泥

岩区間の掘削に変位抑制の目的で導坑先進工法を採用した。図2．7に日暮山トンネ

ル東工事の地質縦断図を示す。1期線工事では、トンネル中央部付近に存在する約

370m間の膨張性泥岩区間において、上部滞水層からの多量の切羽湧水と膨張性土圧

により内空変位と天端沈下が最大約3mにいたるほどの難工事を強いられた。このた

め、ll期線トンネルは1期線との位置関係を平面的に100m離し、縦断的に24m下げ

ることで滞水層からの湧水を避けて比較的安定した泥岩層に計画された。しかし、事

前調査結果による地山物性値のうち膨張性を示す指標（図2．8）はほとんど同じであ

ったため、同様の難工事が予想された。

日暮山トンネル東工事施工区間L＝1，013m（全長2，①51m）

標高（m）

P000

95

90
，．1　°．．．．

@　　　　　影．る憲・…　，w　　　　　　　　　．、，

　　　　　　　　　　『
Q一＝＝

�o類物言　　　一　　　　　　　　　　　，

．x鞭’：：・ぐ・易’．’

ﾀ山岩

蜊?

　　　　　　”ぷw’　“　∨　　　　　　　　　＝二一一
ﾀ山岩・　　　　　　　　　　灰’＿w．㌔＿－wκ蹴えv沙　　　　　　　　　　　・，・，＿＾． ＝

宏錘綴鵜涜■灘き鷲綴 籔…辮z冶　　，夕．照．．　　、’㈱．
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@　　　　　　　，：セ’を　ン

．亨・：．靴ノ

ﾀ山岩
§8　苔8　§§　癬　毯§　§、　§§　§8　目．　露　鵠　§§　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　膨張性泥岩区間

STA 56〔｝＋00　　　　　　　　　　　　　　　　　　561＋00　　　　　　　　　　　　　　　　　　562＋｛〕0

導坑設置

Pース
②円形導坑ロング

④肩齢シ。＿トぷ　　　領蹄シ，一トぷ導坑な　　　　　　蹄形ロング

計測工A 5m間隔で実施
計測工B 559・甑556・舗．，。，561トtl1｝、，5　　　56細

　　　　　　　※馬蹄形ショート25，35とは、導坑の形状が罵蹄形で、導坑の先進距離が5～IOmと短く、導坑吹付け
　　　　　　　コンクリート厚が25，35cmであることを表している。

図2．7　日暮山トンネル東工事の地質縦断図と先進導坑パターン

19一



一軸圧縮強度

　（N／mm2）

CEC
（Meq！100g）

地山強度比

　、1・’

30X・

　：＼5
30日
　　1，li

　　　　　　　　　　　　紺

　　　　　　　　　　　100艮
2μm以下の粒子含有量

　　　　　（％）

塑性指数

変形係数

液性限界
　（％）

一・・一 c張性を示す指標

一1期線STA562＋20
－一 M期線STA560＋00
－’－ P期線STA562＋90

　　　単位体積重量
　　　　　　（9／cm3）

自然含水比

　　（％）

図2．8　日暮山トンネル膨張性指標

　SFRC覆工t＝80cm
　　　　　　＼

ロックボルトL＝6m

変形余裕量t＝20cm

／

当讐蕊
旧形興』［麺i麺1

鋼製支保工

　　　H・250

t＝35cm

図2．9　日暮山トンネル先進導坑断面
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　このことから、II期線工事において、導坑を断面の早期閉合達成のための補助工法

と位置付け、図2．7に示す膨張性泥岩区間において、導坑のあり・なし、導坑形状、

拡幅切羽からの導坑先進距離および導坑吹付けコンクリート厚さなどを変更した5

通りの導坑設置ケースを設定して掘削を行っている。拡幅断面は、インバートを含む

全周を吹付けコンクリート（t＝35cm）と鋼アーチ支保工（H－250）による剛な支保

で閉合した。その結果、導坑のない場合は最大内空変位が450mmに達したが、導坑設

置ケースの場合は、100mm程度に抑えられている。

　図2．9に導坑設置ケースの一部の支保パターン図を示す。5つの導坑設置ケース

ごとに得られた施工データを比較検討した結果、

　①導坑を設置することにより、拡幅時の切羽が安定し、補助工法をほとんど必要と

せずに早期の断面閉合が可能となる。

　②導坑設置の効果で、拡幅時の天端沈下と内空変位の初期速度、最大値が減少する。

　③最大変位量は、一次支保による断面閉合（インバート閉合）達成までの所要時間

に依存するため、その時間を短縮すれば最大値は減少する。

　④先進導坑の形状（円形、馬蹄形）の違いによる変位抑制効果の相違は見られない。

　というような導坑の効果が確認されている。

　（4）東北新幹線岩手一戸トンネル

　岩手一戸トンネルは、岩手町尾呂部地区を入り口とし、東側の北上山地、西側の奥

羽山脈の周縁丘陵地を通り、一戸町鳥越地区に至る25，808mの長大山岳トンネルであ

る。地質状況は、大きく3つに区分され、トンネル入口より約17㎞間は粘板岩、花

闇閃緑岩などで形成され、中央部約5㎞間は、新第三紀の凝灰岩を主とし、出口側約

4km間は粘板岩が分布し、トンネル出口付近は厚い崖錐層となっている（図2．10）。

　1989年から2年間にわたり難工事が予想される凝灰岩地質区間で調査坑工事を実

施し、斜坑293m、水平坑ll8mの作業坑と本坑265mを掘削した。この区間では、内

空変位および天端沈下量は全体的に大きく、上半部での内空変位は100～411mm程度

であった。また、下半部の内空変位は最大200㎜程度、天端沈下量は10～100mm程度

であった。また、本坑掘削のためのデータ蓄積のため、様々なB計測を実施している。
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　　　　　　図2．10　岩手一戸トンネル地質縦断図

　（a）一戸工区5η

　1991年ll月より本工事の掘削を開始した一戸工区では、掘削開始から約650m間

の内空変位は最大150mm程度と難工事で経験した範囲で比較的順調に推移したが、約

700m掘削した時点で急激に変位が大きくなり、上半測線の最終変位量が800mmを越

える膨圧区間に遭遇した。図2．11に一戸工区の地形、地質状況を示す。

　555km300m付近（掘削開始から700m地点）では切羽の地質も一部粘土化し剥離i傾

向も強くなり、変位量も増加しだした。555km314mでは地質が急激に悪化したため、

支保を変更したが、日最大変位量が150mmを超え、さらに増加傾向を示すため支保ピ

ッチをlmから75cmに変更した。しかし、日最大変位量も大きく、また既掘削区間の

変位も収束傾向を示さず、後方の555k皿275mでも変位が増加する状況となった。さら

に555km329mでは切羽に水がつき、自立しない場所も出てきたことから切羽を停止す

ることとなった。この地点での岩石試験の結果（表2．2）から、

　①岩盤自体が高い吸水膨張性を示す。

　②自然含水比も59％と高く、時間経過とともに切羽が剥落する原因となっている。

　③全体的に岩石の強度がなく、地山強度比も小さい値を示す。
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　というような特徴が得られた。

　切羽を止めてもクリープ的な変位は継続し、それは60～70m後方まで影響した。こ

のため、ベンチ長を短縮してインバートコンクリートにより断面の早期閉合を図って

いる。

　ベンチ短縮後の施工法は、上半をある程度掘削した後、下半とインバートを同時に

掘削し、インバートストラットを取り付け、インバートコンクリートを打設している。

なお、インバートコンクリートは盤ぶくれを考慮し鉄筋コンクリートとした。変位の

特徴としては天端沈下量が大きいことから沈下防止のためリブ付き支保工を使用し

ている（図2．12）。

　555km314m、555㎞342．5皿、555km364．25mの内空変位経時変化図を図2．13に示す。

555km314mでは膨圧が大きく、支保パターンの確認、縫返しなどのためインバート閉

合までにかなりの時間を要した。他の2測線ではベンチ長を20～30mで施工しインバ

ートの早期閉合を計ったことにより変位抑制に効果があった。

　また、この膨圧の大きい区間の覆工の施工にあたっては、覆工打設後に作用する二

次的な荷重を推定し、曲げ応力によるひび割れを抑止する観点から、SFRCを採用し

た。またその他の区間の覆工は変位状況に応じて単鉄筋コンクリート、SFRCにより

補強を行っている。

標高（m）

泥岩・シルト岩

　砂岩

．ド

　　　2．1
　Kss2・0　　　　2．2

Ytf
　　　Ytb
3．5

554㎞ 555㎞ 556km

岩石名 四ツ役凝灰岩 凝灰角礫岩

地山強度比 2．3～4．4 5．5～10　　　0．8 2．2～5．3

土被り厚（m） 100～190 50～90 75～180

図2．11　一戸工区地質縦断図
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表2．2岩石試験結果

項　　　　目 試験結果
膨潤・膨張性

@の　　　但

岩　質 新第三紀四ツ役層

凝灰岩
自然含水比（％） 59．0 20以上

粘土含有率（％） 57 2μm以下が

@30％以上

液性限界（％） 299．9 100以上

塑性指数（％） 213．7 70以上

密度（9／cm3） 1，705 2．05以下

一軸圧縮強度（N／mm2） 2．25 4．0以下

変形係数（N／mm2） 2．12×102 8×102以下

浸水崩壊度（区分） D D以上

膨張率（％） 28．90 2以上

陽イオン交換容量

@　CEC（meq／1009）
87．0 35以上

地山強度比 0．19 2以下

ロックボルト

L＝4m×26本

S．L

＼

インバートコンクリート

　　t＝45cm
　　　　　　　鋼製ストラット200H

吹付けコンクリート厚30cm

溶接金網6mm　X　10×10cm

鋼製支保エ
　200Hリブ付き

リブ

覆工コンクリート

　　　t＝30cm

仮インバート（吹付けコンクリート）t＝25cm

鋼製ストラット200H（極破砕部）

図2．12　リブ付き支保工
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盲
、邑

日一200．00

豊
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苫

555km364．25m

櫨ン㌶設跳、＿．

　　　　　　　一600．00
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グラフ中の数字は変
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　位tを表す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）内は縫返し後の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　累計変位量

　　　　　　　一800．00
　　　　　　　　　　　0　　　　　　　48　　　　　　　96
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　述べ日数

　　　　　　　　　　　　図2，13　内空変位経時変化図

　（b）女鹿工区58）59）

　1992年には一戸工区に隣接し、同様の地質を有する女鹿工区を着工した。図2．14

に女鹿工区の地質状況を示す。

　土被りの増加および岩盤の脆弱化による地山強度比の低下に伴い、内空変位が増大

し、相次ぐ切羽の崩壊・崩落や支保の変状が発生した。特に549km820皿～550km610m

付近の地質は凝灰岩および凝灰質砂岩を主体とした水平互層を呈し、その下位に四ッ

役層の基底となる凝灰角礫岩がトンネル断面に分布する。その区間の土被りは230m

と大きく、凝灰岩の一軸圧縮強度は2．0～7．ON／㎜2で、地山強度比は0．4～1．6と小

さい。また、モンモリロナイトを多量に含むなど膨張性地山の特徴を有する。同区間

での内空変位は平均的に200mm、最大で320m皿に達した。

　550km710m付近から550㎞590mまでは吹付けコンクリートにひび割れが発生し、一

部剥落も生じた。ひび割れは天端部でトンネル延長方向に連続して数mmの幅で発生

し、圧縮破壊の形態を示した。また、発生時期は切羽が1D（10m）程度進行した時点

（施工後2～3日目）がもっとも多かった。原因としてはロックボルトを側壁部に重

点的に配置し、天端部が粗であったことから天端部の剛性が不足し、天端付近に圧縮
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応力が集中したためと考えられる。天端部のロックボルト密度を上げ、また上半吹付

けコンクリートにビニロンファイバーを混入することにより、ひび割れ対策とした。

（図2．15）。

諺謬慧

　　　　　　　　火山砕屑物
戴iiiiiiiii…iii…………………………………………………織
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漣縫
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凝灰岩　“’

⇔…
拷「

憾芭
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撫蹴

熊

りm被土

m

伽

　549㎞
トンネル入ロより15．1㎞

550㎞　　　　　　551㎞

　図2．14　女鹿工区地質状況

　552㎞
トンネル出ロより7．0㎞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　上半吹付けコンクリートt＝25cm
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔ビニロンファイバー0．75vol％混入シリカヒューム　　　cx5％混入〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロックボルト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D25　L＝4mX44本／m

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鋼アーチ支保工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H・200x200　ctcl．Om

　　　　　　　　凝♂

　　　　　　　褒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　先受けボルト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D25　L＝4．Om　x　34本／m

　　　　インバートコンクリート

　　　　　　t＝45cm

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下半吹付けコンクリートt＝25cm
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（シリカヒュームcx596混入）

　　　中央集水管φ65cm
　　　　（コンクリート全巻）

図2．15　ビニロンファイバー吹付けコンクリート
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江
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L＝14．dn

　　中空FRP（CGR－32）

　　ロープ
注入モルタル

注入孔
φ10×8

ジョイント　　　　　　　中空FRP（CGR－32）

スリープ　　　　　　ロープねじR32

　　図2．16長尺鏡ボルト

チョウチンスベーサー

　　φ75

土被りが200～220mと大きくなるに従い、地山強度比が低下し、切羽の崩落現象

が頻繁に発生するようになった。また、切羽周辺での山鳴り現象が顕著となった。切

羽の崩落に対しては、4mの鏡ボルトを状況に応じて用いたが、鏡ボルト前方から地

山が緩んで土砂状に崩壊する状況となり、鏡ボルトの効果がみられなくなった。その

ため、14mの長尺鏡ボルト（間隔1m、上半断面33本）を採用した（図2」6）。覆

工の施工は、支保閉合後も時間依存性の変位が継続することによる覆工への作用荷重

を考慮し、SFRC覆工を一部の区間で採用している。

（5）SFRC覆工の施工事例

　SFRCによる覆工は1974年に日本道路公団恵那山トンネルで、膨張性を示した地

山部分に用いられたのが国内における最初で、近年施工された膨張性地山のトンネル

では、SFRCを用いるケースが多くなっている。表2．3にSFRCが採用されたトンネ

ルの一例を示す。その効果については、無筋コンクリートに比べ、曲げ強度、せん断

強度、曲げタフネスなどが著しく大きく、このためひび割れが発生しにくいうえに、

ひび割れ発生後においても部材としての耐力を保持できるとされている。
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表2．3膨張性地山におけるSFRC覆工施工実績

トンネル名 場所 施工時期
覆工厚
icm）

鋼繊維

`状寸法
@（mm）

鋼繊維

ｬ入量
ikg／m3）

東北新幹線三戸トンネル 青森 1994 30 0．7×45 40・60

東北新幹線岩手一戸トンネル（一戸） 岩手 1993 30 0．7×45 40・60

東北新幹線岩手一戸トンネル（女鹿） 岩手 1996 30 0．7×45 40

北越北線鍋立山トンネル 新潟 1995 30 0．7×50 65

上越新幹線中山トンネル 群馬 1981 50 0．5×30 50

北陸新　線朝日トンネル 富山 2001 30 0．8×60 40・60

九州新幹線第二今泉トンネル 熊本 1994 30 0．7×50 60

2．2．2　膨張性地山における供用開始後の覆工変状事例

　膨張性地山におけるトンネルでは、トンネルが完成して長期間経過後、予想以上の

外力が覆工に作用した結果、ひび割れや変状が発生し、中には大掛かりな改築、補修

工事を実施している事例もある。ひび割れの発生傾向の特徴として、側壁部あるいは

アーチ肩部の縦断方向に連続するものや天端部に縦断方向に発生する圧縮破壊によ

るひび割れが多いことが挙げられる。覆工のひび割れや変状に関する報告事例は少な

いが、ここではその一部について示す。

（1）只見中線田子倉トンネル6ω

　田子倉トンネルは只見～田子倉間の延長3，712mのトンネルであり、在来工法で施

工され、1971年に竣工している。断面形状は、単線2号型、側壁直であり、覆工構

造はコンクリート造で、巻厚が30または45cmとなっている。地質は新第三紀中新世

の緑色凝灰岩および軽石質凝灰岩であり、最大土被り325mで変状対策区間の土被り

は約150mである。

　変状現象としては、側壁押出しによる断面縮小（内空変位の最大値は1年4ヶ月で

14．5mm）の進行、天端部の圧縮破壊の進行、最大12cmの盤ぶくれの発生、アーチ45°

付近および側壁部に水平ひび割れが多いといった現象が生じた（図2．17）。変状原因

として、緑色凝灰岩が膨潤性鉱物（モンモリロナイト）を含み、劣化しやすいこと、

また土被り圧が作用していること、側壁直で側圧に弱い構造となっていること、およ
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びコンクリートの局部的な品質不良、巻厚不足が考えられた。対策工としては、ロッ

クボルトφ25mm、覆工補強材を設置し、インバート部についても、ロックボルトによ

り補強して観測を継続している（図2．18）。

図2．17　田子倉トンネル変状状況

注入管C．T．C5000

ザ 覆工補強材
［200x80　x　75　x　11

旦・

図2．18　田子倉トンネル対策工断面図
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（2）只見中線六十里越トンネル60）

　六十里越トンネルは田子倉～大白川間の延長6，609mのトンネルであり、在来工法

で施工され、1970年に竣工している。断面形状は、単線1号型、側壁直であり、覆

工構造はコンクリート造で、変状区間の巻厚は30～45cmとなっている。地質は新第

三紀中新世の緑色凝灰岩、凝灰角礫岩および同時期に貫入したと考えられる流紋岩な

どよりなり、最大土被りは680mと非常に大きく、変状箇所の土被りはほとんど300m

を超える。

　変状現象は、建設中に盤ぶくれ、側壁の押出しが観察されていたが、供用開始後も

側壁の押出しに伴う断面縮小（進行速度の最大値は約15mm／年）が進行して、アー

チ、側壁にひび割れが発生、さらに1973年にインバートを施工した後には側壁部の

水平ひび割れ、天端部の圧ざ、覆工片の剥落が発生した。また、1977年にも、天端

部に圧ざが発生し、盤ぶくれに伴う路盤の隆起や側溝の変形が起こっている。変状原

因としては、変状の発生状況、周辺地山の地質、土被りと地山強度比の関係から、覆

工耐力以上の大きな塑性地圧が働いたためと推定される。また、側壁直で、インバー

トのない側圧に弱い構造が多い。また、全体的に巻厚不足であることも一因と考えら

れる。対策として、ロックボルト、SFRC吹付け、裏込め注入、内巻工、内面補強工、

インバートエ、ストラットエを行っている。

背面空洞

＼　　　　　／
肩部～側壁にかけて
　　引張ひび割れ

■レ内空の縮小く■

妻

線路キロ程 ％ 880m 900m 920m

覆工厚さ 45cm 30cm 45cm

インバート なし インバート設置 なし

LLE＆

C．L．

LL＆E

盤膨れ

図2．19　六十里越トンネル変状状況
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（3）信越本線塚山トンネル6D

　塚山トンネルは長鳥～塚山間の延長1，766mのトンネルであり、在来工法で施工さ

れ、1966年に竣工している。断面形状は、複線（直流電化）型であり、覆工構造は

コンクリート造で、巻厚は50～60cmとなっており、一部鉄筋が配筋されている。地

質は新第三紀鮮新世の泥質岩（西山層など）、最大土被りは150mであり、岩石試験の

結果では、一軸圧縮強度3．0～6．OMPa、自然含水比25～40％、地山強度比2～4とな

っている。

　変状現象は、最大36mm／年のトンネル幅の縮小により、アーチ、側壁部の水平ひ

び割れ、天端の軸方向圧ざ、側溝の変形などが発生している（図2．20）。変状原因と

しては1971年以降に断面縮小対策としてインバートを施工したことにより覆工の構

造系が変化し、側圧に対する抵抗力と鉛直支持力が増加したため、インバート施工後

は、結果的に覆工に大きな軸力が発生し、圧縮応力が卓越する構造になったと考えら

れる。しかも、地圧が非常に大きいうえ、覆工巻厚が小さいことや、逆巻迫め部など

の構造欠陥を有するため、圧縮性のひび割れが多数発生するようになったと考えられ

る。対策工として天端部の圧ざにより浮いたコンクリート塊の除去とモルタル吹付け、

インバート施工、コンクリートストラットエを行っている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　空洞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　巻厚50cm
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設計内空線
　　　　　　　　限界抵触
　　　　　　　　　　　　　　　圧雪く落

S．L

トン＊一ル戸勧

　　　　　側こうの変状1

，〆
穆9　　52k　　1　　2

C．L

SL

　　段違い80mm

　せり出し8㎜　　L　70m■

3　　　　4　　　5　　　　6

【凡例】　一圧ざ

　　ntひび翻れ
　　囚　■水

図2．20　塚山トンネル変状状況
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空隙150～680mm）

空隙
　　　一一一一一「一｝一一一一一1

　　　　！ひび割れ

　　　　　／側溝変状

　　　　　　　　　盤ぶく石

　図2．20　鳥越トンネル変状状況

（4）東北本線鳥越トンネル61）

　鳥越トンネルは一戸～二戸間の延長1，055mのトンネルであり、在来工法で施工さ

れ、1966年に供用を開始している。断面形状は、単線交流電化特1号型であり、変

状箇所の覆工構造はコンクリート造で、巻厚は40～60cmとなっている。変状箇所の

地質は新第三紀泥岩、土被りは100mで一軸圧縮強度が0．1～7．8MPaとなっている。

　変状現象は、内空変位速度10mm／年の断面縮小により、盤ぶくれ、側溝の変状や

幅10mmに及ぶひび割れが発生している（図2．20）。変状原因としては主な地質が

第三紀の泥岩であり、膨潤性鉱物（モンモリロナイト）を含み、地山強度が低いこと

が挙げられる。対策工として、セントル補強工だけでは内空断面の縮小を抑制できな

かったため、側壁部にロックアンカーを施工した。

（5）田沢湖線仙岩トンネル61）

　仙岩トンネルは赤渕～田沢湖間の延長3，915mのトンネルであり、在来工法で施工

され、1966年に供用を開始している。断面形状は、単線特1号型であり、変状箇所

の覆工構造はコンクリート造で、巻厚は40cmとなっている。変状区間の地質は新第

三紀花闇閃緑岩で、節理が発達し、風化して角礫化しており、土被りは200mである。

　変状現象は、アーチ部では、圧ざと剥落、ひび割れが顕著であり、側壁部は構造的
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に弱い側壁直であるにもかかわらず、顕著なひび割れは現れておらず、ひび割れ幅の

進行もない（図2．22）。当初は地下水が原因で内空断面が縮小しているものと考え、

水抜き孔を施工したが、断面の縮小は止まらなかった。したがって原因としては、破

砕帯であることによる地山のゆるみ（鉛直土圧）、塑性化（塑性地圧）、覆工背面の空

洞、天端部の巻厚不足等が考えられた。対策工として、裏込め注入工、ロックボルト

補強工、防水シートエ、内巻工、セントル補強工を行っている（図2．23）。

塵睦CL

＼

　　　　　ひび割れ

秋田方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，705　　　　　　　　1，695　　　　　　　　　　　　　　1，700　　1，690

位置L＿＿」＿＿＿」＿＿＿」

図2．22仙岩トンネル変状状況

　　ウレタン注入

ロックボルト（摩擦膨張型）L＝4．Om

　　図2．23　仙岩トンネル対策工断面図
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　豊橋方

S．L．

C．L

左側
辰野方

㊦

78km855m

PP

78km895m

一KSCC＜＜＜N〈目違い（斜線側が内側にせり出し）

－」，ノ“4°せん断ひび割れ

　O背面空洞あり　　●背面空洞なし

図2．24　大原トンネル変状状況

（6）飯田線大原トンネル6D

　大原トンネルは水窪～大嵐間の延長5，063mのトンネルであり、在来工法で施工さ

れ、1955年に供用を開始している。断面形状は、単線1号型であり、変状箇所の覆

工構造はコンクリート造で、巻厚は55cmとなっている。地質は花嵐岩類で、変状箇

所は断層・破砕帯と考えられる粘土中に位置しており、土被りは400mである。

　変状現象は、側壁部を中心に放射状ひび割れ、2cmの目違いが生じ、天端部には

顕著な変状は認められない。（図2．24）変状原因は、覆工ボーリング結果より、覆工

巻厚、背面空洞がアーチ右肩付近に一部認められるものの、全体的には十分な巻厚が

確保されていること、および変状状況から判断して、覆工は断層・破砕帯に起因する

局所的な塑性地圧により軸力が卓越し、その結果せん断破壊などの変状を受けたもの
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と考えられる。対策工として、裏込め注入工、ロックボルト補強工、防水シートエ、

内巻工を行っている（図2．25）。

内巻コンクリート

（厚さ200mm）

セントル補強工

　100H併用
・ロックボルト

　D25　L＝3m
　（1．2m　ctc）

図2．25　大原トンネル対策工断面図

（7）上信越自動車道日暮山トンネル（1期線）3）

　日暮山トンネル（1期線）は上信越自動車道　佐久IC～碓氷軽井沢IC間の延長

2，223mのトンネルであり、　NATMで施工され、1993年に供用を開始している。変

状区間の覆工構造はコンクリート造で、巻厚は30cmとなっている。地質は新第三紀

井戸沢層泥岩で、土被りは約120mであり、一軸圧縮強度は0．7～4．3MPaである。ま

た、掘削時の内空変位は最大1，000mmを超える状況となっている。トンネル断面図を

図2．26に示す。

　変状現象としては、覆工天端を中心とした斜め方向のひび割れの進行が著しい状況

である（図2．27）。対策工としてはエポキシ樹脂注入、炭素繊維シート貼付けを行っ

ている。
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図2．26　日暮山トンネル断面図
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　　　　　A
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図2．27　日暮山トンネル（1期線）変状状況
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2．3　　まとめ

　本章では前半で既往の関連する様々な研究について知見を示し、後半では膨張性地

山における施工事例および供用開始後の変状事例について紹介した。以下にまとめを

示す。

1）覆工の変状・ひび割れに関する研究では、ひび割れの実験や解析を用いた研究事

　例、実際の変状現象を観察し、要因を分類した研究などが存在するが、実際の覆工

　に発生する変状状況を、解析等により表現した研究はなされていない。

2）トンネルの設計に多変量解析を用いた研究例は多数存在し、分野も多岐にわたる

　が、膨張性地山に適用された事例はなく、またひび割れの分野に適用した事例も存

　在していない。

3）未収束変位に伴う覆工作用荷重に関する研究は鉄道トンネルを中心に種々の手法

　が提案されているが、類似してはいるものの定まった手法は確立されていない。

4）膨張性地山における掘削段階において変位を抑制するための様々な対策事例を紹

　介し、同時に覆工打設時に変位が収束しない場合のSFRCの適用事例を示した。

5）膨張性地山における供用開始後の覆工の変状事例を示し、膨張性地山において発

　生しやすいひび割れや側壁の押し出しなどの変状の特徴、またそれに対する対策例

　を示した。
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第3章覆工のひび割れ発生状況に関する分析

3．1　対象トンネルとひび割れ発生状況

　本章では、東北新幹線岩手一戸トンネル25．8kmのうち、膨張性凝灰岩を有する区間の覆工

のひび割れ調査を行った結果にもとづき、掘削に伴うトンネルの変位状況や覆工内の応力状

態とひび割れの発生状況との関係を把握するとともに、多変量解析の一つである判別分析を

行い、外力の発生に伴うひび割れ発生に関する判別式を求める。

　分析対象とするのは膨張性を示す新第三紀の凝灰岩類が分布する約4kmの区間である。こ

の区間では保守上の観点から覆工打設後、ひび割れ状況の詳細な調査を継続して行っており、

本分析では供用前の最終観測結果を用いた。図3．1にひび割れの調査結果の一例を示す。対

象区間のひび割れの特徴として、側壁部（S．L部）および天端部に連続した縦断方向のひび

割れの発生傾向が強いことが挙げられ、以下ではそれらのひび割れについて詳細な分析を行

う。本分析では左右肩部を境界として、それより下部を側壁ひび割れ、上部を天端ひび割れ

と区分し、さらに軸方向からの傾きが45°以内のものを縦断方向のひび割れとし、外力の作

用による影響が大きいひび割れと位置付けた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝一れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝一れ

．65mm

m
　　　　肩部 mm

や

0．4mm

横断方向

　　

@⇒

例）

　　　横断方向

だ　　　ひび割れ

45，・
唐ｭ縦断方向

　4。　　　　ひび割れ

　軸方向

図3．1　ひび割れ調査結果例

軸方向
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　この区間の覆工は、覆工厚30cmの無筋コンクリート構造を基本としているが、膨圧による

変形が大きい区間では鉄筋コンクリート、SFRCにより補強を行っている（図3．2）。鉄筋コ

ンクリート構造はトンネル内空側に単鉄筋により補強する構造である。対象区間の大きな特

徴としては、変位状況に応じ、スパンごとに覆工仕様を変えて施工していることが挙げられ

る62）。

無筋コンクリート 鉄筋コンクリート SFRC

＜さ

ﾟ

　　ジ》〆　　！　’

，　㍍

．／　　鉄筋

騒m以上 蹴㌃m 協m以上

f。k＝18N／mm2以上 f。k＝21N／mm2以上 f、k＝18N／㎜2以上※

fぺ設計基準強度
鉄筋D19＠200 鋼繊維混入量40kg／m3

y鋼繊維混入率0，5％】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※圧縮試鰭果では33N／㎜2が得られてし、る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　図3．2覆工構造

　図3．3にひび割れ発生状況を含めた対象区間全体の概要を示す。対象区間はいくつかの区

間に分類される。

　区間Aは、もっとも早期に着工した区間であるが、凝灰岩地質で地山強度比が3程度と小

さく、上半掘削開始からの内空変位が100～400㎜発生し、また収束の遅い変位（覆工打設前

の変位速度が最大0．6㎜／日）を覆工により抑えこむという考えから、鉄筋コンクリートによ

り補強を行ったが、全体にわたって縦断方向のひび割れが生じている。なお、そのひび割れ

の大きさは、1．0㎜以下のひび割れがほとんどである。区間B、B’は、区間Aと同様の地

質を呈し、大部分が無筋コンクリート覆工で施工している。上半掘削開始からの内空変位は

100mm以下で覆工打設時に変位が収束しているスパンがほとんどであるにもかかわらず、ひ

び割れの発生が多く、特に天端のひび割れが他の区間と比較して多くなっている。区間Cは、

凝灰岩と凝灰角礫岩の境界に位置し、対象区間でもっとも上半掘削開始からの内空変位が大

きかった区間であり、最大で800㎜を超える変位（縫返し後の変位を含む）が発生している。

そのため、覆工にはSFRCを採用し、その効果によりひび割れの発生が抑制されている。区間

Dは、泥岩地質を呈した区間で、上半掘削開始からの内空変位が100mm前後発生している。

また土被りが最も大きい区間であり、地山強度比は小さく、天端のひび割れの発生傾向が強

い。区間Eは、凝灰角礫岩の地質で地山強度比は10以上と大きいため上半掘削開始からの内

空変位も30mm以下と小さく、ひび割れの発生も比較的少ない。
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3．2　覆工ひび割れの発生に関する特性分析

3．2．1荷重状態とひび割れ発生との関係

　覆工のひび割れの発生要因として、表3．1の項目が挙げられており63）、これらの項目は土

圧などの外力による曲げ引張応力の卓越するもの、温度降下による応力、乾燥収縮による応

力などのコンクリート自身の内的要因によるもの、材料の欠陥、施工不良などの要因に大別

される。一般に覆工は、トンネル軸方向、周方向が覆工巻厚に対して延長が長く、吹付けコ

ンクリートと接しているため、コンクリートの温度降下や乾燥による収縮挙動が吹付けコン

クリートにより拘束されることからひび割れが生じやすいことが挙げられ、これらの環境的

側面がその発生要因となることが多い。また、膨張性地山において変位が収束する前に覆工

を施工した場合には、覆工打設後に二次的な荷重が外力として作用することが研究されてお

り40）42）64）、その結果、ひび割れが生じることがある。ひび割れはこれらの要因が単独で、ま

たは複合して発生していると考えられる。ひび割れの発生要因を特定することは、ある程度

推測が可能でも、断定することは非常に困難であるが、各種計測を行うことによって要因を

明確にすることが可能と考えられる。

表3．1覆工のひび割れ発生要因63）

大分 小分
覆工施工後の外力作用

外 カ
地山支持力不足

背面地下水の凍結

水位上昇による外水圧

料
異常凝結・水和熱大

材

骨材不良

境 温度応力環

乾燥収縮
施 工 施工不良

　ここでは覆工に生じるひび割れが、外力の影響により発生したかどうかを実際のトンネル

で行った計測データを用いて検証を行う。当該トンネルにおいて覆工応力測定を行った4ヶ

所（鉄筋コンクリート2断面、SFRC2断面）の内空側縁応力と測定位置と同一スパンにおけ

る実際のひび割れの発生状況を比較したものを図3．4に示す。ここに、応力測定の初期値は

覆工打設翌日に設定し、図に示した応力値は打設後約6ヶ月後の測定値（最終計測値）とな
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っている。また、応力はコンクリート内部にコンクリート有効応力計を埋め込み、直接計測

している。さらに、覆工打設～ひび割れ測定の期間は断面①、②は10年、断面③は6年、断

面④は7年である。図中のひび割れは縦断方向に連続して生じているものを外力作用により

発生したものとして表している。この結果、引張応力が発生する位置は側壁付近に集中して

おり、断面①、②ではその位置の近傍でひび割れが発生している。この引張応力発生箇所の

状況は、計測地点と類似の条件（表3．2）のもとで行った骨組解析による曲げモーメントの

分布（図3．　5）とほぼ同様の傾向を示している。この解析においては、荷重条件は等分布荷

重とし、支承条件はインバートのストラットとしての拘束効果のみを最大限考慮するものと

仮定した。断面③、④では、引張応力が発生している付近で、ひび割れが発生した箇所が見

られないが、これはSFRCのひび割れ抑制効果によるものと考えられる。

1．68

0．32

0．27

断面①
鉄筋コンクリート

覆工厚39cm

0．08
一1．26

1．46

0．40

断面②
鉄筋コンクリート

覆工厚35cm

0．520．55

　断面③
鋼繊維補強コンクリート

1．00國

＿0．562．26

　断面④
鋼繊維補強コンクリート

一覆工応力測定位置（内空側縁応力　圧縮：正　〔N／mm2〕）

●ひび割れ発生箇所（ひび割れ幅）

図3．4　覆工応力測定結果とひび割れ発生状況
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表3．2骨組解析条件

覆工構造
設計基準強度fd＝18N／mm2
i無筋コンクリート覆工厚30cm）

地盤条件
変形係数E＝500MPa
i地盤反力を地盤ばねでモデル化）

荷重条件 鉛直荷重Pv＝100kN／m2，側圧係数Koニ1．2

支承条件 インバートとの結合部はピン結合

一24kN・m

図3．5　曲げモーメント図

　以上より、計測における引張応力の発生箇所、実際のひび割れ発生位置および骨組解析に

よる曲げの卓越する位置が整合しており、外力作用の影響すなわち膨張性土圧の影響により

覆工内面に引張応力が生じ、ひび割れが発生している可能性が高いと考えられる。

　なお、対象区間におけるひび割れは、未貫通であり、せん断ひび割れ固有の食い違いの現

象は起こっていないため、曲げ引張応力によるひび割れと判断している。

3．2．2分析における着眼点

　前節において対象区間のひび割れ発生は外力作用による影響が大きいと推測された。また、

ひび割れの主な要因である温度応力・乾燥収縮は、温度変化が小さい比較的長い延長のトン

ネル内部においては耐力上問題となるケースは少なく、そのひび割れの規模も大きいもので

はない。そのため、本章では特徴的なひび割れ発生要因である地山の膨張性に伴う外力の影

響に注目し、検討を行うこととした。

　本章では、この外力を2種類の異なった作用形態の荷重に分類した。膨張性地山では変位
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の収束が遅く、変形が継続している状態で覆工を打設すると変形が拘束され、覆工に荷重が

作用し、ひび割れが生じる可能性がある。この作用荷重を短期残留荷重と呼ぶ。一方、後述

するように、変位がほぼ収束してから覆工を打設しているにもかかわらず、ひび割れが生じ

ている事例が見られた。この現象の要因として、ここでは覆工を打設して長時間経過後に再

度土圧が増加しているためと想定した。この作用荷重を長期残留荷重と呼ぶこととし、特に

この荷重が掘削により生じた塑性化領域の大きさに依存していると考えた。この定義により、

未収束変位に伴う短期残留荷重を表すものを覆工打設直前の変位速度とみなし、長時間経過

後の長期残留荷重を表現するものを最終変位量（計測開始～覆工打設までの変位量）やイン

バート閉合後変位量などの絶対変位量と考え、分析を行った。

3．2．3分析対象データ

事前調査において、トンネルの膨張性を予測するものとして様々な指標が提案されている

65）66）67）。その中の代表的な指標として地山強度比68）が挙げられ、土木学会トンネル標準示方

書6）によると地山強度比6以下を「地圧が大きいと推定可」としている。当該トンネルでの

地山強度比と各種変位データとの関係を図3．6に示す。地山強度比が小さくなるにつれて変

位量や変位速度が大きくなる傾向があり、特に地山強度比が3未満では、一部の区間では

200mmを超える大きな内空変位が発生している。また、覆工打設直前の変位速度も値が大き

くなっており、覆工打設時期に左右される数値ではあるが、収束しにくい状況が推定される。

以上のことから本章では、地圧が大きい（膨張性土圧が大きい）区間を対象とし、地山強度

比6以下の区間に限定して分析を行う。

　分析では変位データとして上、下半測線に対して最終変位量、インバート閉合後変位量、

覆工打設直前変位速度のデータを用い、その他に天端最終沈下量および日最大変位量を用い

る。

　図3．7はある地点における変位の経時変化図であり、この例により上記の各種変位データ

（①～⑧）を定義する。
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図3．7　変位経時変化図と変位データの例

3．2．4ひび割れ発生の定義

　本分析におけるひび割れ発生の定義について述べる。前述のように本章で扱うひび割れは

乾燥収縮などの影響ではないと仮定したので、ある程度連続した延長で発生しているものと

いう観点から幅0．2mm以上とする。また、対象とするひび割れは地山荷重が覆工に負荷して

発生したものとし、トンネル横断方向のひび割れは考慮せず、トンネル縦断方向のひび割れ

のみに限定し、その角度は軸方向から45度以内のものを扱うこととした。また、天端付近の

ひび割れ発生状況について変位量との関係を図3．8に示すが、天端沈下、内空変位ともにひ

び割れ発生とは明確な関係を示さない。天端の曲げ引張によるひび割れは側圧が小さく、鉛

直荷重が大きい場合、すなわち内空変位が小さく、天端沈下が大きい場合に生じると考えら

れるが、そのような傾向にはなっていない。また逆に圧縮破壊によるひび割れは側圧が大き
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く、鉛直荷重が小さい場合、すなわち内空変位が大きく、天端沈下が小さい場合に生じると

考えられるがそのような傾向が見出せない。膨張性土圧によるものとは別の要因によるもの

と考えられる。したがって天端のひび割れについては荷重との関係が明確ではないと考えら

れるため、対象から除外し、側壁のひび割れのみを対象とすることとした。

350

　　300

F200

雲150
噌

碧100

　　50

0

0　　　100　　200 300　　　400　　　500　　　600　　　700　　　800　　　900　　　1000

上半測線最終変位量（mm）

図3．8　天端最終沈下量、上半測線最終変位量と天端ひび割れ発生の関係

　最終のひび割れ調査は平成13年6月に目視により行っており、覆工打設時期が平成3年～

10年であり、本分析におけるひび割れ発生有無のデータは打設後3～10年経過した覆工を対

象としている。

　ひび割れの有無は覆工打設スパン10．5mごとのデータであり、全対象スパン数は162スパ

ンである。また通常箇所と同等に扱えないと考えられるスパンについては、分析対象外とし

ている。対象外としたのは、貫通点近傍・器材坑近傍・作業坑交差部近傍・施工の時期の異

なる境界付近・覆工厚が60cmを超えるスパン・一次支保、覆工厚の急激な変更箇所・断面拡

幅箇所である。

　図3．9に覆工構造別の対象スパンとひび割れ発生スパンについてひび割れ発生状況別に示

す。無筋コンクリートにおいては、目視可能なひび割れの発生しているスパンは、全体の約

半数であり、幅0．2mm以上のひび割れではさらに半数以下となる。一方、鉄筋コンクリート

覆工では、覆工の打設を変位が収束しない早期に行わざるを得なかった一部の区間では、大

一48一



きな荷重を受け持つこととなったと考えられ、ひび割れの発生率が高いが、幅1．Omm以上の

ひび割れにまでに達しているスパンは31スパン中1スパンである。また、SFRC覆工では、

37スパン中、ひび割れが目視可能なスパンが11スパン、幅0．2mm以上では2スパンとひび

割れに対する抑止効果が明確である。これ以降はこのうち無筋コンクリート構造を中心に分

析を行う。

180

160

140

120

責1・・

災8・

　　60

　　40

　　20

　　　0

＼・

＼＼

　　　　，2

■SFRC
膠鉄筋

口無筋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
　　　全対象スパン　　　　　ひび割れが　　　　　ひび割れ幅0．2mm　　　ひび割れ幅1．Omm
　　　　　　　　　　目視可能なスパン　　　　　以上のスパン　　　　　　以上のスパン

　　　　　　　　　　　　　　ひび割れ状況

図3．9覆工構造別、ひび割れ発生状況別のひび割れ発生スパン

　無筋コンクリート覆工の各種変位データの散布図にひび割れの発生の有無を示したものを

図3．10～図3．12に示す。図3．10は上半測線、図3．11は下半測線における変位データの

散布図である。また、図3．12は上半測線と下半測線の関係を表している。変位量、変位速

度が大きくなるにしたがってひび割れの発生が多くなっている状況がわかる。これらの状況

を踏まえ、詳細な分析を行う。
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上半測線と下半測線の変位状況の関係とひび割れ発生状況
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3．2．5ひび割れの発生と変位状況（短期残留荷重）

　覆工打設時に変位が収束していない場合、覆工への荷重の負荷が明確であり、その荷重の

作用によりひび割れが発生している可能性がある。対象トンネルでは、覆工打設の直前まで

変位を継続して測定したことにより、精度良く覆工打設前の変位速度が測定できた。無筋コ

ンクリート覆工におけるこの変位速度とひび割れ発生率の関係を図3．13に示す。上下半測

線の覆工打設直前変位速度が0．001mm／日（覆工打設前3ヶ月間の変位量が0．　lmm）以上の場

合、ひび割れの発生率が上半測線で100％、下半測線で70％と大きい。このことから変位が

収束していない状況で覆工を打設すると、短期残留荷重が作用し、ひび割れの発生の危険性

が高まることが認められた。一方、変位速度がO．OOlmm／日未満とほぼ収束しているにもかか

わらず、ひび割れが生じているスパンが上下半とも20％程度（18、15スパン）と比較的多い

ことが確認された。

■ひび割れ発生スパン

ロひび割れ非発生スパン

0スパン

日　　ODOI以上

ξdi

齢
肯5
噂　　0．001未満

㎝ 207t 40％　　　　　60％

ひび割れ発生率

80JC 100％

　　　　S　　o．oo1以上

　　　　回6i
　　　　裡≧
　　　　口s
　　　　田　　α001未満

　　　　ト
　　　　　　　　眺　　　　　　　　　　20％　　　　　　　　　40％　　　　　　　　　60％　　　　　　　　　80％　　　　　　　　　100％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ひび割れ発生率

図3．13　覆工打設直前変位速度とひび割れ発生率の関係（無筋コンクリート覆工）

■ひび割れ発生スパン

高ﾐび割れ非発生スパン

　　　　　　　　　　　　　　3スパン’　　　　　●’、

　　　　　　　　　　　　　　69スパン・　．　　　　：’，
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3．2．6ひび割れの発生と変位状況（長期残留荷重）

　前項では、覆工打設直前変位速度が0．001mm／日未満の場合でもひび割れが比較的多く発生

している現象が分かった。変位がほぼ収束しながらひび割れが生じている理由として、長時

間経過後の土圧（長期残留荷重）に着目した。すなわち、掘削中のトンネル断面の変形が周

辺の地山の塑性化領域を拡大した結果、これに起因する土圧が長時間経過後に覆工に作用す

るという考え方である。この長期残留荷重を表現するものとして、最終変位量、インバート

閉合後の変位量を想定した。無筋コンクリート覆工において、上半測線の最終変位量とひび

割れ発生率の関係を図3．14に示す。ここでは上半測線の最終変位量とひび割れ発生率に明確

な関係を見ることができた。変位量30mm付近でひび割れが発生しはじめ、90mm程度で半数

に、llOmm以上では100％ひび割れが発生する状況が把握できた。またインバート閉合後の変

位量とひび割れ発生の関係（図3．15）では下半測線において変位量が4皿mを超えると、ほと

んどのスパンでひび割れが発生している。また上半測線については2mmを境界として同様の

傾向が認められた。

　もし、これらのひび割れの発生が乾燥収縮等の環境的な要因によるものであれば、変位の

状況とは無関係に発生するはずである。しかし、本項の分析結果では、変位状況とひび割れ

発生状況との間に明確な関係が見られたため、外力の作用（長期残留荷重の作用）がひび割

れを生じさせたものと考えられる。

　45

　40

　35

　30

嘉25
δ

R20

　15

　10
　　　　14スパン

　5
　　　0スパン

　0
　　　　20～40

　　　　　　　　　　　100％

　　　　　　　　　　　90％

　　　　　　　　　　　80％

　　　　　　　　　　　70％

　　　　　　　　　　　60％［：コひび割れ非発生スパン

　　　　　　　　　　　　　る

40～60　　　　　　60～80　　　　　80～100　　　　　100～120　　　　　　120～

　　　　上半測線最終変位量（mm）

1：l

！…

18：％

図3．14上半測線最終変位量とひび割れ発生率（無筋コンクリート覆工）
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3．2．7鉄筋、鋼繊維による補強効果

　対象トンネルでは、変位量や覆工打設前の変位速度の状況に応じて鉄筋コンクリートや

SFRC構造とすることにより補強して覆工を施工した。この補強により、最終変位量や残留変

位速度が大きい状態でひび割れをどの程度抑止できているかについて分析を行った。鉄筋コ

ンクリート覆工における変位状況とひび割れ発生の関係を図3．16に示す。この区間では、残

留変位速度が0．1mm／日オーダーと非常に大きい状態で覆工打設を行っている区間が多いため、

ひび割れの発生が抑止できていないことが分かる。図3．17はSFRCについて同様の分析を行う

と同時にSFRC施工区間の変位速度のオーダーに合わせた鉄筋コンクリート覆工の状況を調

べたものである。この結果、SFRCでは覆工打設直前変位速度が0．02mm／日、上半測線最終変

位量が800mmを超える状態でもひび割れが発生しておらず、全体で37スパン中、2スパンし

か発生していない。これは無筋コンクリート覆工では覆工打設直前変位速度が0．001mm／日、

上半測線最終変位量が80mmを境にひび割れの発生傾向が大きくなるのと比較しても大きな

差が見られ、ひび割れの抑止効果が現れている。すなわち、発生応力度がコンクリートの引

張強度を超えてひび割れが生じても、その後のひび割れ開口幅の進展が鋼繊維の架橋効果に
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架橋効果により食い止められているものと考えられる。一方、鉄筋コンクリート覆工におい

ては、ひび割れを抑止できていたSFRC打設区間と同等の変位速度に対してひび割れを抑止す

る効果は認められない。

　　　　　（田＼EE）
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図3．16　鉄筋コンクリート覆工における変位状況とひび割れ発生状況の関係
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図3．17　SFRC、鉄筋コンクリート覆工における変位状況とひび割れ発生状況の関係
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3．2．8多変量解析によるひび割れ発生判定

　これまでの検討から、ひび割れの発生は未収束変位による短期残留荷重と掘削による周辺

地山の塑性化領域の拡大に伴う長期残留荷重の両方に関係があることが把握できた。ここで

はそれらの変位速度や変位量を説明変数とし、ひび割れの発生有無を目的変数として多変量

解析の一つである判別分析を無筋コンクリート覆工を対象に行った。なお、判別分析にっい

ての手法の説明は第4章にて詳述する。説明変数としては、地山強度比、インバート閉合後

上半変位量、上半測線最終変位量、覆工打設直前の上半測線変位速度、上半測線日最大変位

量、インバート閉合後下半変位量、下半測線最終変位量、覆工打設直前の下半測線変位速度、

天端最終沈下量を用い、これらの変数を組み合わせて分析を行った。使用したデータ数は92

データである。分析結果を表3．3、図3．18に示す。最終的な判別式は、上半測線の最終変位

量、下半測線のインバート閉合後変位量と覆工打設直前の上半測線変位速度の3つの説明変

数で表される結果となり、判別的中率は89．1％と良好な結果を示した。また、その絶対値が

大きいほど判別に寄与していることを示す「標準化した正準判別関数係数」より3つの説明

変数のうちインバート閉合後変位量が最もひび割れ発生の判別に寄与していることが分かっ

た。なお、「標準化」の方法については次章において詳述する。

表3．3判別分析結果（判別関数係数）

上半測線

ﾅ終変位量

　下半測線
Cンハ’一ト閉合後

@変位量

　上半測線

｢工打設直前
@変位速度

定数項
判別的中率
@（％）

標準化した

ｳ準判別関数係数
1．0346 1．3765 0．0920 一

標準化していない

ｳ準判別関数係数
0．0436 0．6649 21．0795 一4．7922
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50505050332211

判定：ひび割れ無 判定：ひび割れ有 ■ひび割れ有

口ひび割れ無

・4～　．3～　・2～

図3．18

・1～　0～　 1～　 2～　 3～　 4～　 5～　 6～　 7～　 8～

　　　　　判別得点

判別分析結果（判別得点の分布）

このときの判別式は次のように与えられる。

Z　　＝　　0．0436×A　　十〇．6649×B　　一ト21．0795×0　　－4．7922◆・・・・・・・・・・・・・・・・…　　　　（3．1）

ここに、Z：判別得点、　A：上半測線の最終変位量（mm）、　B：下半測線のインバート閉合後変位

量（mm）、　C：覆工打設直前の上半測線変位速度（mm／日）である。　Zが正値のときは「ひび割れ

発生」、負値のときは「ひび割れ発生なし」と予測することができる。

　この式はひび割れの発生が短期残留荷重と長期残留荷重の複合的な作用によって生じてい

ることを表す判別式となっており、膨張性地山のトンネルにおいて、側壁部にトンネル縦断

方向に発生する外力作用によるひび割れの発生を予測するうえで有効な判別式であると考え

られる。逆に、この式により算定された値が正値にならないよう、変位量を抑制したり、覆

工打設時期の検討を行うことが可能となる。また、無筋コンクリートで施工するとひび割れ

が発生すると判定された場合には前項においてひび割れに対して非常に有効であることが確

認されたSFRCを用いるなどの対策が考えられる。例えば、覆工打設時に変位がほぼ収束して

いる場合、C＝0であり、インバート閉合後の下半測線の変位量Bを今回データの平均値2mm

とすると、上半測線の最終変位量Aの標準的な基準値は80mmとなる。このことから変位がほ

ぼ収束していても最終変位量が80mmを超える場合はひび割れが発生する可能性が大きいこ

ととなる。
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3．2．9鋼繊維補強区間におけるひび割れ抑止効果の検証

　ここでSFRC区間に対し、前項の無筋コンクリート覆工のひび割れ判別式（3．　Dに3種類の

説明変数を代入して判別得点を求めたものを図3．19に示す。判別式によるひび割れ発生の

判定ではほとんどのスパンでひび割れが発生すると予測されたにもかかわらず実際の覆工に

は2スパンしか発生していないことから、無筋コンクリートで施工されていれば発生するは

ずであるひび割れがSFRCを打設することで抑制できていることが確認できた。また同時にこ

の判別式の有効性についても検証することができた。

く】050503（」2211

く」0

「判定：ひび割れ無 判定：ひび割れ有
■ひび割れ有

口ひび割れ無

　一4～　・3～　●2～　－1～　 0～　　1～　　2～　　3～　　4～　 5～　　6～　　7～　 8～

　　　　　　　鋼繊維補強コンクリート施工区間の判別得点

図3．19判別式のSFRC区間への適用結果（判別得点の分布）

3．3　まとめ

　本章では膨張性地山における覆工のひび割れ発生の特性について検討を行うとともに、多

変量解析によりひび割れ発生に関する判別式を求めた。その結果、以下の知見が得られた。

1）覆工のひび割れは覆工内の応力状態に大きく影響を受けて発生しており、その応力状態は

　覆工打設直前変位速度が表す未収束変位に伴う短期残留荷重、最終変位量やインバート閉

　合後変位量が表現する長期残留荷重により引き起こされていることが推定できた。

2）多変量解析により求めたひび割れの発生を最も適切に判定する判別式は、上半測線の最終

　変位量、下半測線のインバート閉合後変位量および覆工打設直前の上半測線変位速度で表

　され、本章で仮定した短期残留荷重、長期残留荷重の複合的作用を言い換えるものとして
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有効と考えられる。

3）判別式を用いることにより、変位の状況からひび割れ発生を予測し、覆工材料や覆工打設

　時期などを検討することが容易に行えると考えられる。

4）鋼繊維による補強区間のひび割れ特性分析および判別式のSFRC施工区間への適用結果

　から、SFRC覆工のひび割れ発生に対する抑止効果を確認し、同時に判別式の有効性を検

　証した。

　以上の知見は、覆工の合理的な設計法として一つの可能性を示したと考えられる。本章で

の検討では、外力によるひび割れが発生するかどうかという質的な判定基準にもとづき分析

を行っているが、逆にひび割れの発生を量的に捉えることが次のステップと考える。また、

覆工仕様の選定実績を分析し、その結果を反映することで、より現実的な設計が可能となる

と考えられる。次章において、これらの内容について検討を深めていく。
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第4章　　覆工の仕様に関する多変量解析7・）

4．1多変量解析の概要71）

　多変量解析は、一般的に取り扱おうとしている対象（現象）の要因が混沌としてよくわか

らない場合や多数の要因が錯綜しているような場合において、要因間の相互の関連性を把握

し、その考察対象に対し判断を加える際に用いられるデータ解析法である。

　また、多変量解析による現象の解明には数量データ（量的）またはカテゴリーデータ（質

的）が用いられるが、データは現象・特性を表す姿であり、それら特性が互いに影響しあっ

た結果を示すものである。したがって、多変量解析は表4．1に示すようにいくつかの手法に

分類されており、解析目的や使用データの種類によって使い分けされている。なお、目的変

数とは、解析対象の多変量のうち、予測や判別の対象となる1変数をいい、説明変数とは、

それ以外の予測や判別に寄与する変数をいう。本論文では、後述するようにひび割れ発生量

の予測では重回帰分析、覆工仕様の判定では判別分析を利用する。

表4．1　多変量解析の種類（道路トンネル観察・計測指針71）に一部加筆）

使用データの種類
解析目的

説明変数 目的変数
解析手法

・予測式（関係式）の発見

E量の推定

数量データ 数量データ 重回帰分析

ｳ準相関分析

カテゴリーデータ 数量データ 数量化理論1類

数量データ カテゴリーデータ 判別分析
・標本の分類

E質の推定
カテゴリーデータ カテゴリーデータ 数1化理論II類

（注） クラスター分析

・多変量の統合整理

E変量の分類

E代表変量の発見（選定）

数量データ 主成分分析

�q分析

迫ﾊ化理論IV類

カテゴリーデータ 数量化理論m類

（注）クラスター分析は、主成分分析、因子分析、数量化m類より求められるサンプルの得点を用い、サンプルのグル

　ーピングを行う手法

4．2　分析対象データ

本章の分析に使用したデータは、東北新幹線岩手一戸トンネルのうち、延長4kmにわたる
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膨張性地山区間（新第三紀凝灰岩）において得られた①トンネルの土被り、②地山強度比、

③採用された一次支保の耐力、④掘削の各段階における変位量と変位速度、⑤ひび割れデー

タ、⑥覆工仕様　の計6項目である。以下に、各データの内容を説明する。

①土被り（数量データ、m）

　地質縦断図より得られたものを使用した。本章では、予測や判別のための材料となる説明

変数として利用した。

②地山強度比（数量データ）72）

　地山強度比は式（4．1）で表される。

G。一旦……・・…・・…・……………一・一…・…・……・・（4．1）
　　　yH

ここで、GN＝地山強度比、己＝一軸圧縮強度、γ＝単位体積重量、　H＝土被り

　一軸圧縮強度は掘削前の調査ボーリングで採取されたコアの岩石試験で得られたものを利

用した。本章では、予測や判別のための材料となる説明変数として利用した。

③一次支保耐力（数量データ、N／mm2）

　一次支保耐力とは、各仕様（鋼製支保工、吹付けコンクリート、ロックボルト、建込間隔）

の支保内圧をHoek＆Brownの方法73）で計算したものの総計である。表4．2に一次支保の

仕様と支保耐力を示す。本章では、予測や判別のための材料となる説明変数として利用した。

④変位・変位速度（数量データ、mm、　mm！月）

　変位・変位速度とは、インバート閉合時上半測線変位量、インバート閉合後上半測線変位

量、上半測線最終変位量、上半測線覆工打設前の3ヶ月間変位量、上半測線インバート閉合

～覆工打設までの変位速度、上半測線覆工打設前の3ヶ月間変位速度、上半測線日最大変位

量、インバート閉合時下半測線変位量、インバート閉合後下半測線変位量、下半測線最終変

位量、下半測線覆工打設前の3ヶ月間変位量、下半測線インバート閉合～覆工打設までの変

位速度、下半測線覆工打設前の3ヶ月間変位速度、天端最終沈下量の計14項目のデータであ

る。なお、最終変位量とは計測開始から覆工打設までの変位量である。

　統計分析をするにあたり、各変数の独立性（多重共線性）を診断するために主成分分析を

実施した。これは、重回帰分析あるいは判別分析の際に説明変数の多重共線性を無視して分

析すると解析結果の信頼性が著しく低下するからである。主成分分析をすることにより、デ

ータの特徴や傾向を様々な視点（ここでは成分という）から分析し、互いに相関性のある変
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数を分類することができるため、重回帰分析あるいは判別分析結果に支障を及ぼす恐れ

のある変数の組合せをあらかじめ排除することができる。

　主成分分析の結果、14項目のデータは図4．1、表4．3のように4グループに分類す

ることができた。グループAは掘削からインバート打設あるいは覆工打設までの比較

的大きな変位量、グループBはインバート打設後から覆工打設までの変位量および変

位速度、グループCは覆工打設前の3ヶ月間における変位量および変位速度、グルー

プDは上半測線の日最大変位量である。

　本章では、予測するための材料となる説明変数として利用したので、各グループにつ

き1変数を選択し、160パターンの説明変数の組合せモデルを作成した。

　O与
　o．t

　O3
　02
第　e．1

3
成
分n・1

　－02
　’令．3

　「）4

　「｝5

第2成分　　o　ee＄　　第1成分

：l

ll

e・i　t

・。．雰

一プD

4e∨WW

■　インバート閉合時上半測線変位量

●　インバート閉合後上半測線変位fi

▲　上半測線最終変位量

◆　上半測線覆工打般前の3ヶ月間変位量

◇　上半測線インバート閉合～覆工打設までの変位速度

★上半測線覆工打設前の3ケ月間変位速度

▼　上半測線日最大変位量

ロ　ィンバート閉合時下半測線変位量

麹　インバート閉合後下半測線変位量

X　下半測線最終変位量

十　下半測線覆工打設前の3ヶ月間変位量

口　下半測線インバート閉合～覆工打設までの変位速度

×　下半測線覆工打設前の3ヶ月間変位速度

十　天端最終沈下量

図4．1　変位・変位速度の主成分分析結果

表4．3変位・変位速度の分類結果

グループA グループB グループC グループD

・インバート閉合時上半測 ・インバート閉合後上半測 ・上半測線覆工打設前の3 ・上半測線日最大変位量

線変位量 線変位量 ヶ月間変位量

・上半測線最終変位量 ・上半測線インバート閉合 ・上半測線覆工打設前の3

・インバート閉合時下半測 ～覆工打設までの変位速 ヶ月間変位速度

線変位量 度 ・下半測線覆工打設前の3

・下半測線最終変位量 ・インバート閉合後下半測 ヶ月間変位量

・天端最終沈下量 線変位量 ・下半測線覆工打設前の3

・下半測線インバート閉合 ヶ月間変位速度

～覆工打設までの変位速

度
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⑤ひび割れデータ（数量データ）

　覆工打設から3～5年後に実施した覆工の打音検査の際に、目視で確認できたすべて

のひび割れを対象とした。ひび割れは、各スパンにおいてひび割れ総延長、ひび割れ率、

ひび割れ密度を設定して評価した。ひび割れ総延長とは1スパン内の全ひび割れの全長

（mm）、ひび割れ率とは1スパン表面積に占めるひび割れ面積の割合（％）、ひび割れ

密度とは左右S．L．、左右肩部（S．Lからの仰角45度）および天端を測線とし、それと

交差した’ Pスパン内のひび割れ頻度（本／m）の平均である。図4．2にひび割れデータ

の一例を示す。本章では予測の対象となる目的変数として利用した。

Lニ1500mm
W＝O．2mm

L＝800mm

ひび割れ総延長（mm）

＝800x2＋1000＋1100＋1500＋1800＋2000＝9000

ひび割れ率（％）

ニ｛9000x（0．1　x4＋0．2x3）÷7｝÷1スパン表面積

総延長　　平均ひび割れ幅

ひび割れ密度（本／m）

＝5本÷1スパン長

図4．2ひび割れデータ例

⑥覆工仕様（カテゴリーデータ）

　本トンネルでの覆工構造は、覆工厚30cmの無筋コンクリート構造が基本であるが、

変位が大きい区間では鉄筋コンクリート構造あるいはSFRC構造を採用している。本

章では、SFRC打設区間（以下SFRC区間）と無筋コンクリート打設区間（以下無筋

区間）をカテゴリー化したデータを目的変数として利用し、予測の対象とした。なお、

鉄筋コンクリート打設区間は、特殊区間として除外した。

4．3　ひび割れ発生量の重回帰分析

4．3．1　ひび割れ発生量の重回帰分析方法

ひび割れデータを予測するための各種データ間の多変量解析経路図（以下パス図）を
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図4．3に示す。これより、説明変数および目的変数ともに数量データであることから、

表4．1より重回帰分析を適用した。重回帰分析とは、複数の変数から構成されるデー

タ群において、特定の変数（目的変数）を残りの変数（説明変数）の一次式（回帰方程

式）で予測する分析法である。

　経路Aでは掘削前に得られる①②と③一次支保耐力を説明変数、⑤を目的変数とし

て重回帰分析することで、各変数の相関関係を評価した。経路Bでは①②③に加えて、

掘削後に得られる④変位・変位速度を説明変数とし、⑤を目的変数として重回帰分析す

ることで、各変数の相関関係を評価した。なお、解析に使用したデータは無筋区間で得

られたものである。

①土被り
（数量データ）

②地山強度比
（数量データ）

③一次支保耐力
（数量データ）

④変位・変位速度
　（数量データ）

⑤ひび割れデータ
　（数量データ）

A：t回帰分析

‥…’……’…一一”一……一……’一…’’”…一一’…L’……一一…一…………’一一一 a：1回帰分析………2

図4．3ひび割れデータを予測するための各種データ間のパス図

　4．3．2　ひび割れ発生量の重回帰分析結果

（1）経路A：①土被り、②地山強度比、③一次支保耐力　による⑤ひび割れデータの予

　測結果

　掘削前に得られる①②および③一次支保耐力とひび割れ総延長、ひび割れ率およびひ

び割れ密度のそれぞれを重回帰分析した結果を表4．4に示す。使用したデータ数は無

筋区間の169データであった。これより、すべての相関係数は0．2程度と非常に低く、

土被り、地山強度比および一次支保耐力とひび割れデータとの相関関係はないに等しい

ことがわかった。

（2）経路B：①土被り、②地山強度比、③一次支保耐力、④変位・変位速度　による⑤

　ひび割れデータの予測結果

　①②③に④を加えて説明変数群とし、ひび割れ総延長、ひび割れ率およびひび割れ密

度それぞれを目的変数として重回帰分析した。④は表4．3に示した4つのグループか

ら1変数ずつ抽出し、合計160パターンの組合せについて分析した。使用したデータ
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数は無筋区間の156データであった。

表4．4　経路Aの重回帰分析結果

土被り 地山強度比 一次支保耐力 定数 相関係数

非標準化係数 一〇．043 一〇．043 0，639 9，267
ひび割れ

拷?ｷ（mm） 偏相関係数 一〇．107 一〇．171 0，093 一

非標準化係数 一〇．001 一〇．005 0，017 0，035

0，231
ひび割れ率

@　（％）
偏相関係数 一〇．084 一〇．143 0，135 一

非標準化係数 一〇．001 一〇．007 0，004 0，348
ひび割れ密度

@（本／m） 偏相関係数 一〇．166 一〇．176 0，029 一

　ひび割れ総延長、ひび割れ率、ひび割れ密度を目的変数としたそれぞれの重回帰分析

結果の抜粋を表4．5に示す。これより、ひび割れ総延長を目的変数とした重回帰分析

では、説明変数を②地山強度比と、④のうち、グループAから「上半測線最終変位量」、

グループBから「上半測線インバート閉合～覆工打設までの変位速度」、グループCか

ら「上半測線覆工打設前の3ヶ月間変位量」、グループDから「上半測線日最大変位量」

と設定した場合に相関係数が最も高い0．627となった。

　次に、ひび割れ率を目的変数とした重回帰分析では、説明変数を②地山強度比、③一

次支保耐力と、④のうち、前述した変位・変位速度の組合せと設定した場合に相関係数

が最も高い0．545となった。

　最後に、ひび割れ密度を目的変数とした重回帰分析では、説明変数を①土被り、②地

山強度比、③一次支保耐力と、④のうち、前述した変位・変位速度の組合せと設定した

場合に相関係数が最も高い0．708となった。

　したがって、地形・地質データである①②や③一次支保耐力に④変位・変位速度を加

えた説明変数群は、覆工に発生したひび割れデータのうち、ひび割れ密度と最も相関が

高く、精度の高いひび割れ密度の予測ができると考えられる。また、その絶対値が大き

いほど予測に寄与していることを示す「偏相関係数」より、このとき最も予測に寄与し

たのは上半測線最終変位量であることがわかった。
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　4．3．3　ひび割れ発生量予測式

　経路Bにおいて、最も高い相関を示したひび割れ密度は表4．5に示した非標準化係

数を係数とした一次回帰方程式により予測することができる。

ひび割れ密度体〃η）

＝0．0002×f土被動＋0．013×r地山強度比ノ・0．014×f一次支保耐カノ≠0．　009×fLL

半側線最終変位量ノ・12．075×「上半測線インバート閉合～覆工打設までの変位速度」

十〇．385×r上半測線覆．工打設前の3ケ月RH7変位量ノ・0．008×f上半測線日最大変位量ノ

・0．087’”一一’’’”⑳■一◆’’”■一’’’’’”■一◆’’’’”°’’’”■一■t’◆’’’’’’’’’’’’’’”　　（4．2）

　式（4．2）に各スパンのデータを代入すれば、そのスパンのひび割れ密度を予測する

ことができる。式（4．2）を利用して予測したひび割れ密度を実際のひび割れ密度と比

較したものを図4．4に示す。これより、実際のひび割れ密度のばらつきが小さい区間

についてはよく予測できているが、ばらつきの特に大きいスパン270～330については、

実際のひび割れ密度分布の平均的な予測となっていることがわかった。

（∈＼特）憾

1．2

1．0

0．8

0．6

0．4

0．2

0．0

－0．2

　　0 50 100 150　　　　　　　200　　　　　　　250

　　　スパンNo．

300 350 40

図4．4無筋区間における実際のひび割れ密度と予測したひび割れ密度の比較

　4．3．4　SFRC打設区間におけるひび割れ密度の検証

　ここで、式（4．2）にSFRC区間（データ数35）で得られたデータを代入し、予測

したひび割れ密度と実際のひび割れ密度を比較したものを図4．5に示す。これより、

実際は予測よりも小さいひび割れ密度となっていることから、無筋コンクリートでは発
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生するはずのひび割れが、SFRCを打設することで抑制できていることが確認できた。

また、結果として、このグラフより、無筋コンクリートのひび割れ密度の予測値が0．3

本／m以上の場合には、SFRCを打設していた傾向がみられた。

（∈＼畏）題

0

3

100

＋実際のひび割れ密度

齡宙齬¥測したひび割れ密度
1

‘　　　　　　1I

1
ll↓

｝Φ

’
朋許一＿

　　　，　ρEた・一㌻…… 　／一 し…

50 100 150　　　　　　　200　　　　　　　250

　　　スパンNo．

300 350 40

図4．4　SFRC区間における実際のひび割れ密度と式（4．2）で予測したひび割れ密度の比較

　4．1　覆工仕様の判別分析

　4．1．1　データの選別と覆工仕様の判別分析方法

　4．3．4項で確認したように、無筋コンクリートにおいて0．3本！m以上のひび割れ密度

となることが予測された場合にSFRCを打設することで、ひび割れ発生を予測値以下

に抑えていた実績を適切な施工と位置づけ、ひび割れ密度が0．3本／m以上発生したス

パンを除外した無筋区間およびSFRC区間のデータを利用して多変量解析することに

より、適切な覆工仕様を判定できる判別式を求めることができると考え、検討を実施し

た。パス図を図4．5に示す。これより、説明変数が数量データ、目的変数がカテゴリー

データであることから、表4．1より判別分析を適用した。判別分析とは、複数の変数か

ら構成されるデータにおいて、特定の変数（目的変数）を、残りの変数（説明変数）を

利用して合理的に白黒判定する基準を探す分析法である。特定の変数は、残りの変数の

一次式（判別式）により、白黒判定される。

　経路Cでは掘削前に得られる①②および③一次支保耐力を説明変数、⑥覆工仕様を

目的変数として判別分析することで、変数間の相関関係を分析した。経路Dでは①②
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③に加えて、掘削後に得られる④を説明変数、⑥を目的変数として判別分析し、経路C

と同様、変数間の相関関係を分析した。

（擢タ） 劉磐i昔 ③一次支保耐力
（数量データ）

④変位・変位速度
　（数量データ）

（力禦卍攣タ）

C：判別分析

L－一一一……一一……一一一’一一4－……一……一……一…L－……一一一…………↓一一一一一D：判別分析一一一一一一一一．一一一1

図4．6覆工仕様を判別するための各種データ間のパス図

　4．4．2　覆工仕様の判別分析結果

（1）経路C：①土被り、②地山強度比、③一次支保耐力による　⑥覆工仕様の判別結果

①土被り、②地山強度比、③一次支保耐力を利用して、SFRC区間か、無筋区間かの

判別分析を実施した。使用したデータ数は156データである。

　判別分析の結果を表4．6に示す。判別的中率は69．2％で、その値は比較的低い。っ

まり、説明変数が①②③だけの場合は、目的変数である⑥覆工仕様を精度よく判別でき

ないことを確認した。ただし、その絶対値が大きいほど判別に寄与していることを示す

「標準化した正準判別関数係数」より、3つの説明変数のうち「一次支保耐力」が覆工

仕様の判別に最も寄与していることがわかった。なお、標準化とは、式（4．3）を行うこと

である。

z　＝三三＿：二i三　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　■■・・・・・・・…　　一一・・…　　■一・一■・…　　一一　（4．3）

　　　Sx

ただし、Zx＝標準化されたx、　x＝観測値、　x＝xの平均値、　sx＝xの標準偏差

表4．6経路Cの判別分析結果

土被り 地強比 一支耐 定数
判別的中率

@　（％）

標準化した正準判別関数係数 0，095 一〇．558 0，657 一

69．2

標準化していない正準判別関数係数 0，003 一〇．081 0，317 一3．689

「地強比」＝地山強度比、「一支耐」＝一次支保耐力
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（2）経路D：①土被り、②地山強度比、③一次支保耐力、④変位・変位速度　による⑥

　覆工仕様の判別結果

　①土被り、②地山強度比、③一次支保耐力に加えて④変位・変位速度を説明変数とし、

SFRC区間か、無筋区間かの判別を実施した。使用したデータ数は、156データである。

④変位・変位速度については、表4．3に示した4つのグループから1変数ずつ抽出し、

合計160パターンの組合せについて判別分析した。

　その結果、最も高い判別的中率は98．1％であることを確認した（表4．7）。このとき、

①土被り、②地山強度比、③一次支保耐力と、④のうち、グループAから「天端最終

沈下量」、グループBから「インバート閉合後上半測線変位量」、グループCから「下

半測線覆工打設前の3ヶ月間変位量」を説明変数として組合せるのが最も適しているこ

とがわかった。また、その絶対値が大きいほど判別に寄与していることを示す「標準化

した正準判別関数係数」を見ると、「下半測線覆工打設前の3ヶ月間変位量」において

最も高く、したがって、覆工仕様の判別に最も寄与した変数であることがわかった。

表4．7経路Dの判別分析結果

土被り 地強比 一支耐 天沈 上，打．後 下．3．変

’定数
　判別

I中率㈲

標準化した正準判別関数係数 0．55 一｛〕．08 007 0．30 0．42 0．64

標準化していない正準判別関数係数 0．01 一〇．01 0．03 0，011 0」5 LO5 一2．851

98．1

「地強比」＝地山強度比、「一支耐」＝一次支保耐力、「天沈」＝天端最終沈下量、「上．打．後」＝インバート閉合後上半測線変位

量、「下．3一変」＝下半測線覆工打設前の3ヶ月間変位量

　4．4．3　覆工仕様の判別式

（1）経路c：①土被り、②地山強度比、③一次支保耐力による　⑥覆工仕様の判別式

　このときの判別式は、表4．6に示した「標準化していない正準判別関数係数」を利

用して、次のように与えられる。

Z＝0．003×r土被動・0．081×r地山強度比ノ＋0．317×f一次支保耐カノー3．689

　　　　・…　　一一・・・…　　tt・・…　　一一…　　一■・一一■一一e・・・・・・・・・…　　－e”e－・’・・’tt・　（4．4）

　式（4．4）に各スパンのデータを代入したときのZが正値の場合はSFRC、負値の場

合は無筋区間と判別することができる。式（4．4）を利用して判別した覆工仕様を実績
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覆工仕様と比較したものを図4．7に示す。これより、スパン前半よりも後半のほうが

よく判別されていることがわかった。

図4．7　実績覆工仕様と判別した覆工仕様の比較（経路C）

（2）経路D：①土被り、②地山強度比、③一次支保耐力、④変位・変位速度　による⑥

　覆工仕様の判別式

　表4．7に示した「標準化していない正準判別関数係数」を利用して、次のような判

別式を立てることができる。

Z＝0．015×f土被動一〇．013×r地山強度ム匂＋0．034×「一次支保耐カノ＋0．011×

f天端最終沈下量ノ＋0．156×「インバート閉合後．と半測線変位量ノ＋1．059×f下半測

線覆工打設前の3ケ月！閉変位量ノー2．851……’’’’’”■4’’”t－’’’’”e－’（4．5）

　式（4．5）を利用して判別した覆工仕様を実績覆工仕様と比較したものを図4．8に示

す。これより、図4．7で判別できなかったスパン前半についてもよく判別できている

ことがわかった。

ll

＋実績
一日一判別結果

図4．8　実績覆工仕様と判別した覆工仕様の比較（経路D）
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4．5　まとめ

　①～④の各データを説明変数として適宜組合せ、目的変数である⑤ひび割れデータの

予測および⑥覆工仕様の判別を試みた結果、以下の知見が得られた。

　4．3項ではひび割れデータの予測方法を検討した。経路AおよびBの分析結果より、

以下の知見を得られた。

1）表4．4の結果では、掘削前に得られる地形・地質データの①土被りや②地山強度比

および③一次支保耐力と⑤ひび割れデータの間には相関は小さく、ひび割れを予測す

ることは不可能であるが、④変位・変位速度を説明変数に加えると、表4．5より、相

　関が高くなることを確認した。特に、「ひび割れ密度」との相関が最も高く、図4．4

　より、実用に十分な精度のひび割れ密度の予測が実現できることを確認した。

2）無筋区間のデータから算出された予測式（4．2）に変位の大きなSFRC区間のデータ

　を代入して得られた図4．5をみると、予測されたひび割れ密度は実際のひび割れ密度

　より大きくなったことから、SFRCによってひび割れの発生が抑制されたということ

　がわかった。

3）図4．5より、無筋コンクリートのひび割れ密度の予測値が0．3本！m以上の場合には、

SFRCを打設していた傾向がみられる。

　　また、4．4項では、適切な覆工仕様の選定がなされていたスパンのデータのみを利

　用し、ひび割れを適切に抑制できる覆工仕様の判別方法を検討した結果、以下の知見

　を得た。

4）表4．6の結果では、掘削前に得られる①土被りや②地山強度比および③一次支保耐

　力では、それほど精度の高い覆工仕様の判別ができないが、1）と同様に④変位・変位

　速度を加えた表4．7の結果では、かなり高い確率で覆工仕様を予測できることを確認

　した。

5）各スパンの当該データを式（4．5）に代入することで、図4．8のように、ひび割れ

　を適切に抑制できる覆工仕様を選定できることを確認した。

　本章での検討では、覆工仕様の選定実績を分析したが、これらの結果を反映すること

で、より現実的な覆工の設計が可能となると考えられる。また、より合理的な覆工仕様

の選定のためには、工学的観点から実際に覆工へ作用している塑性地圧64）を正確に把

握し、地山状態に応じた覆工の耐力を考慮するなどの設計法を組み合わせて考える必要

があり、これらについて次章で検討する。
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第5章　　変位未収束区間における覆工作用荷重の検討

5．1覆工応力測定結果による作用荷重の推定

　いわゆる膨張性地山と呼ばれるような一部の地山条件下では、内空変位が大きく、変位収

束まで支保状態で内空を保持できない場合や工期等の面から、変位収束前に覆工を打設する

場合がある。また、トンネル完成後に覆工に作用した荷重により、ひび割れや変状が発生し、

大がかりな改築、補修工事を実施している事例も報告されている2）3）。

　本節では、膨張性地山を掘削した岩手一戸トンネルでの覆工応力測定結果から、実際に覆

工に作用している荷重の形態（側圧係数Ko）、鉛直および水平方向からの作用荷重（Pv．　PH）

を推定し、実際に作用している外力の状態を明らかにする。

5．1．1分析手法

（D解析手順

　側圧係数および作用荷重の推定は、覆工をモデル化した骨組解析によるパラメータースタ

ディによる。図5．1に側圧係数および作用荷重の推定手順を示す。

Start

側圧係数の推定

天端：肩部：S．Lの発生応

ﾍ比を整合させることにより

?閧ｷる．

作用荷重の推定

　　　　　　　荷重と発生応力度の関係
　　　　　　　から，計測応力値に相当
　　　　　　　する作用荷重を推定する．

図5．1側圧係数および作用荷重の推定手順

（2）解析モデル

　解析モデルは、図5．2に示す新幹線標準断面とする。また、骨組解析モデルは図5．3に示

すとおりとし、覆工とインバート間の結合は曲げを拘束しないピン結合とした。これは、覆
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工構造が無筋コンクリートもしくはSFRCを対象としており、実際のインバートコンクリー

トとの接続は鉄筋等による剛な結合が行われていないことをモデル化したものである。骨組

解析モデルの支持条件は、部材法線方向を地盤ばねによって支持されたものとし、地盤ばね

は覆工が内空側へ変形した場合には作用しないものとした。

図5．2　解析断面

　　　鉛直作用荷重Ps

　　　　．vor◆”PtMtN
　　　Ct’o「　　　　　　’＼
　　　〆　　　　　　　　　　　　　　　へ

　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　P　　　　　　　　　　　　　　　　へ

　／　　　　　　　　　㌔　・
　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

J　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　？

ぼ　　　　　｝i繋燃
！　　　　IE

　⑲　　　　　　　　　　　　　　　　　d　l

　b。　　　　　　ガ
　　in’・・“Pt，eeptt－vcrny一

　　　図5．3　骨組解析モデル

（3）解析パラメーター

　覆工に作用している荷重形態および荷重レベルを算定するため、鉛直作用荷重Pvおよび側

圧係数Koをパラメーターとして設定した。また、実際の覆工厚が計測箇所によって異なるた

め、覆工厚についても数種類の計算を行った。表5．1に骨組解析パラメーターを示す。

（4）覆工応力測定断面

　覆工応力測定は表5．2に示す断面にて行われていることから、作用荷重の推定はこの5断

面を対象として行う。

　　　　　　　　　表5．1　骨組解析基本条件およびパラメーター値

記号 単位 設定値 備考

覆工の設計強度 f N／mm2 18

覆工のヤング係数 E kN／mm2 22

地盤の変形係数 E MPa 500

覆工厚 t cm 30，35，40，45

鉛直荷重 Pv kN／㎡ 100，200，400
換算土被りで0．5D～2．OD相当

@　（D：トンネル掘削幅）

側圧係数 一 0．8，1．0，1．2
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表5．2覆工応力測定箇所

断面 キロ程 覆工構造 実際の覆工厚

i計測値平均厚）

ひび割れ状況

A 549km968m SFRC 41cm 一

B 553km821m SFRC 44cm 一

C 554km405m 単鉄筋補強 39cm S．L．にひび割れ

D 554km490m 単鉄筋補強 35cm S．L．にひび割れ

E 555km330m SFRC 47cm S．L．にひび割れ

5．1．2荷重形態（側圧係数）の推定

（1）荷重形態（側圧係数）の推定方法

　側圧係数の違いによる断面力を図5．4に示し、縁応力発生形態を図5．5に示す。このよう

に、曲げモーメントおよび縁応力の発生形態は側圧係数の状態によって大きく変化している

が、軸力の発生形態には大きな変化は見られない。

　覆工に作用している荷重形態（側圧係数）の推定は、この図に覆工応力測定を行ったA～E

断面における計測値（縁応力）をプロットし、その形態によって判定する。

曲げモーメント（t＝45em　P＝100kN／㎡）

90．0 、

75．0

60．0

宅・　45．0

z
工

ノ

）
ノ

⊥　30．0 ∠

∧↑15c申ト

　　　　　　　　　1@　　　　　　　　／　　　　　　　　　ノ■【　　　　　　　　　　！

｣　　　　　　　　　／／
＿　　00 ・、＼’ _　　ノ租　一15．0

＼＼㎡’
@　＼　　／

一◆一側圧ρ8

{側圧1．0
一30．0 一±一側圧12

一45．0

天端　　　　肩45’ Sし

800

　600

ぎ

K　400

　200

0

軸力（tニ45cm　P＝100kN／r㎡）

▲一一一一十一一一一一一一禽

■一　

→一側圧08
→牛側圧10

＋側圧12

天端 肩45° SL

　　　　　　　　　　※正曲げが正値　　　　　　　　　　　　　　　　　　※圧縮が正値
（a）曲げモーメント分布状況　　　　　　　　　　　（b）軸力分布状況

　　　　　　図5．4側圧係数の違いによる断面力発生形態
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内側縁応力（t＝45cm　P＝100kN／r㎡）

6．00 一　　　1－◆一圧08
一書一　圧10

一倉　　圧12

4．00

ひ
ε

ε

≧2卯
~栓

／／z思ミ▲／一’　　べ、一　　　　，■r’　　　　　　　　　　＼　“＼　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　＼　　　　　　1

0．00
＼

、

一2．00

天端　　　　肩45’　　　　SL

　　　　　　　　　　※圧縮が正値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※圧縮が正値

（a）外側縁応力分布状況　　　　　　　　　　（b）内側縁応力分布状況

　　　　　図5．5側圧係数の違いによる縁応力発生形態

（2）荷重形態（側圧係数）の推定結果

　覆工応力測定結果は、表5．3に示す天端、左右肩部、左右S．L部の5測点における縁応力

を整理し、左右それぞれの値の平均値をもって評価するものとした。パラメーター解析結果

における各断面の荷重形態（側圧係数）の推定結果を以下に示し、荷重形態（側圧係数）判

定結果一覧表を表5．4、表5．5に示す。

1）断面A：外側縁応力値に比べて内側縁応力値が全体に小さい点が解析結果と一致しな

　　　　いが、天端とS．L．部における縁応力のバランスから、荷重形態（側圧係数）は

　　　　Ko＝1．0に近いと評価する。

2）断面B：縁応力の発生形態は、側圧係数Ko＝1．0とKo＝1．2の両ケースと類似してい

　　　　る。したがって、荷重形態（側圧係数）はKo＝1．0～1．2と評価する。なお、

　　　　内側縁応力に着目した場合、S．L．部に引張応力が発生しており、　S。L．部に大き

　　　　な曲げモーメントが発生していることから、側圧係数はKoニ1．2に近い（側圧

　　　　が卓越）ものと想定される。

3）断面C：天端～肩部～S．L．部にかけての明瞭な縁応力値のばらつきが見られないこと

　　　　や、天端とS．L．部における縁応力のバランスから、荷重形態（側圧係数）は

　　　　Koニ1．0に近いと評価する。

4）断面D：天端部の外側縁応力の発生傾向が異なるものの、内側縁応力の発生形態は側
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　　　　圧係数Ko＝1．0と類似している。したがって、荷重形態（側圧係数）はKo＝

　　　　1．0に近いと評価する。なお、内側縁応力に着目した場合、天端部よりもS．L．

　　　　部の方が若干小さい値を示しており、S．L．部に大きな曲げモーメントが発生し

　　　　ていることから、若干側圧が卓越しているものと想定される。

5）断面E：天端～肩部～S．L．部にかけての明瞭な縁応力値のばらつきが見られないこと

　　　　や、天端とS．L．部における縁応力のバランスから、荷重形態（側圧係数）は

　　　　Ko＝1．0に近いと評価する。なお、内側縁応力に着目した場合、天端部よりも

　　　　S．L．部の方が若干小さい値を示しており、　S．L部に大きな曲げモーメントが発

　　　　生していることから、若干側圧が卓越しているものと想定される。

表5．3覆工応力計測結果一覧表

断面 覆工応力計測結果覆工厚

@cm

計測

蝿ﾊ 外縁応力 内縁応力
N／mm2 （平均） N／mm2，（平均）

天端 α100 0．10 0，960 0．96

左肩 0，632 1，344

A 41 右肩 0，412 0．52 1，060 1．20

左S．L 0，598 1，502

右S．L α337 0．47 1，080 1．29

天端 0，620 0．62 σ516 0．52

左肩 0，217 1，004

B 44 右肩 0，549 0．38 t553 1．28

左SL 1，835 一1．370

右S．L 0，948 t39 1，070 一〇」5

天端 1，680 1．68 0，269 0．27

左肩 1，336 0，315

C 39 右肩 1，743 1．54 0，543 0．43

左S．L 1，945 1，675

右S．L 1，012 1．48 一〇．078 0．80

天端 α746 0．75 0，401 0．40

左肩 3，767 一1．258

D 35 右肩 0，532 2．15 5，146 1．94

左S．L 1，720 0，693

右S．L 3，929 2．82 一〇．033 0．33

天端 0，800 α80 0，554 0．55

左肩 0，931 0，434

E 47 右肩 0，500 0．72 0，651 0．54

左SL 1，548 一〇．561

右S．L 0，990 1．27 1，000 0．22
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表5．4荷重形態（側圧係数）判定結果（断面A，B，　C）

断面 外側縁応力 内側縁応力 判定
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表5．5荷重形態（側圧係数）判定結果（断面D，E）

断面 外側縁応力 内側縁応力 判定

外側縁応力（t＝35cm　P＝100kN／m2） 内側縁応力（t＝35cm　P＝100kN／m2）
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5．1．3応力測定結果による覆工作用荷重の推定結果

　荷重形態の推定結果をもとに、鉛直荷重Pvをパラメーターとして算出した縁応力と覆工応

力測定結果をグラフ化し、その交点から覆工に作用している荷重を推定する。推定結果を表

5．6に示し、判定グラフを表5．7～表5．11に示す。この結果、側圧係数はK，F1．0～12程度

であり、この傾向は既往の調査結果74）75）とも一致する。また、覆工に作用している荷重は、

鉛直荷重で10～190kN！㎡であり、換算土被りで0．1～1．ODである。なお、断面B、断面C

および断面Dでは、覆工打設時に内空変位がほぼ収束（打設前1ヶ月間）した状態であった。

また、断面Aと断面Eでは覆工打設時の変位速度は0．4～1．1㎜／月程度（覆工打設前1ヶ月

間の内空変位が0．4～1．1㎜程度）であった。このように、応力測定を行った断面においては

覆工打設時の変位速度はいずれも小さい値もしくは計測上変位は収束した状態であったが、

一81



覆工には外力によるものと想定される荷重が作用していたことが計測された。したがって、

掘削時に膨張性を示す地山においては、覆工打設時の内空変位速度が小さいもしくは収束し

ている場合であっても覆工には荷重が作用する場合があることを考慮する必要があるといえ

る。

表5．6応力測定結果による覆工作用荷重推定結果

覆工応力計測応力からの推定荷重形態
断面 覆工構造

側圧係数 推定鉛直荷重（換算土被り厚さ）

A SFRC 莇＝1．0 ργ＝20～90kN！㎡（0．1D～0．5D）

B SFRC 品＝1．2 Pγ＝10～70kN／㎡（0．1D～0．4D）

C 単鉄筋補強 品二1．0 Pγ＝40～190kN／㎡（0．2D～1．OD）

D 単鉄筋補強 茄＝1．0 Pγニ30～100kN／㎡（0．2D～0．5D）

E SFRC 品＝1．0 Pγ＝40～140kN／㎡（0．2D～0．7D）

注）推定荷重におけるDはトンネル掘削幅（約10m）を示す。

表5．7覆工応力計測結果による作用外力（鉛直荷重）の推定結果（断面A）

天端部 肩部 S．L．部
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表5．8覆工応力計測結果による作用外力（鉛直荷重）の推定結果（断面B）
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表5．9覆工応力計測結果による作用外力（鉛直荷重）の推定結果（断面C）
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表5．10覆工応力計測結果による作用外力（鉛直荷重）の推定結果（断面D）

天端部

外縁応力と鉛直荷重（t＝15cm，　Ko＝1．0）天靖
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　200

　1．00

　0，00

σ＝0．75N！mml

P∨＝48kN／㎡
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　　　　　　　’
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表5．11 覆工応力計測結果による作用外力（鉛直荷重）の推定結果（断面E）
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5．1．4ひび割れ発生状況との対比と推定作用荷重の検証

　推定された土圧を用いて骨組解析を行い、その結果得られる内空側の部材応力と実際に観

測されたひび割れの発生状況76）を対比させたものを表5．12に示す。

表5．12ひび割れ発生状況と推定作用荷重による覆工内側縁応力分布との検証結果

断面A

断面B

断面C

断面D

断面E

ひび割れ状況

（549k960．5　971m）

　　　ひび翻れ位置と帽
　　　　　O　O・－O．㎞
　　　　　　O・vO．　4㎞m

。」。。し

（553k813．5m～824．Om）

　　　　ひび割れ位置と幅
　　　　　　・；：1：㌫

　　。uil。，、し

（554k401．5m～412．Om）

　　　　ひび割れ位置と幅
　　　　　　O　O・－O加
　　　　　　　O・－O，4耐

e－

（554k485．5m～496．Om）

　　　　ひび翻れ位置と領
　　　　　　O　O～O．2m
　　　　　　　O～04m

（555k325．5～336．Om）

　　　　ひび翻れ位置と幅
　　　　　　0～0，カ■
　　　　　　O～04耐

覆工内側縁応力と推定作用荷重

土圧：Pv＝60（kN／m2）

側圧係数：Koニ1．0

土圧：Pv＝40（kN／m2）

側圧係数：Ko＝1．2

土圧：Pv＝90（kN／m2）

側圧係数：Ko＝＝1。0

土圧：Pv＝70（kN／m2）

側圧係数：Ko＝1．0

土圧：Pv＝70（kN／m2）

側圧係数：Ko＝1．0

注）土圧は、天端～肩部～S．L．部にて応力測定結果から求めた荷重の平均値を示す。
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　ひび割れが発生しているS．L．から側壁脚部にかけては骨組解析結果でも応力値が小さくな

っており、ひび割れ発生箇所との整合が見られる。このことから、覆工応力測定結果から推

定した側圧係数および作用荷重は概ね妥当であると評価する。

　なお、推定作用荷重を作用させた骨組解析による縁応力分布では、ひび割れ箇所とは若干

異なる部分で応力値が小さくなっている。これは、計測値は表5．3に示したように左右の応

力値が異なるなど同一断面内でのばらつきも生じていること、実際には覆工に作用している

荷重は解析のような等分布荷重として作用していないことによるものと想定される。

5．2内空変位計測による覆工作用荷重の推定方法の検討

　膨張性地山において覆工に作用する荷重形態や荷重レベルについて種々の研究40）42）が行

われているが、明確化されたものはなく、覆工の設計は既往の実績等を参考に行っている状

態である。本節では、現在一般に行われているトンネル計測項目である内空変位計測値を用

いて、簡便に、かつ比較的精度良く荷重を推定することができる手法として、登坂らの研究

42）による手法について、その課題点を整理し、更なる改良を加えることでより精度良く荷重

推定する方法を検討する。

5．2．1既往研究におけるクリープ係数を用いた解析手法

登坂らの研究42）によるクリープ係数を用いた覆工作用荷重算定手法の流れを以下に示す。

Step－1）変形係数と側圧係数の算出

　上半掘削時の天端沈下と内空変位計測値から式（5．1）に示す弾性理論解を用いて、天端沈

下の弾性変位量の場合θ＝π／2（rad）、内空変位の弾性変位量の場合θ＝0（rad）を代入し、

変形係数Eと側圧係数Koの推定を行う。

U・　－a＋v）R・÷・｛K蠕1・（3－4・v）・￥’”・…2θ｝一………・・（5・1）

　　　　Ue　：円孔の中心へ向かう弾性変位量

　　　　レ　　：ボアソン比

　　　　E　　：変形係数

　　　　R　　：トンネル掘削半径
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θ

σ品

：水平方向からの角度

：鉛直方向荷重（初期地圧：γ・H，7：単位体積重量、H：土被り）

：側圧係数

　　　　　　　　　　　　　　σV
　　　　　　　　　　　　　　　⊥．」t一σH・K・・σ・

　　　　　　　　　　　　　，’÷、、　　Ue‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ

図5．6弾性理論解のモデル

Step－2）地山の膨張性の影響による変位（クリープ変形）のモデル化

　地山の膨張性の影響による変形（ここではクリープ変形と呼ぶ）は、フォークトモデルに

よりモデル化する。ここでは、天端沈下および内空変位を表5．13および図5．7に示すよう

に弾性変形とクリープ変形とに分け、クリー・一…ブ変形は式（5．2）にてモデル化し、クリープ係

数（α：粘性倍率、，（7：遅延係数（1／day））を得る。

　　u．、　一α・0　－e－…　）・　u．……・…一…一……’一一…一…（5・2）

　　　　　　t　：クリープ変形開始時からの経過時間（day）

　　　　　　U。t：t時刻のクリープ変位量（mm）

表5．13　弾性変形範囲とクリープ変形の算定範囲

計測位置 弾性変形 クリープ変形

① 天端沈下 下半掘削開始～下半掘削位置3D 下半掘削位置3D～

② 下半掘削開始～下半掘削位置3D インバート打設～

③ 上半測線の内空変位 下半掘削開始～インバート打設 インバート打設～

④ 下半掘削開始～下半掘削位置3D 下半掘削位置3D～

⑤ 下半掘削開始～下半掘削位置3D インバート打設～

⑥ 下半測線の内空変位 下半掘削開始～インバート打設 インバート打設～

⑦ 下半掘削開始～下半掘削位置3D 下半掘削位置3D～
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Step－3）覆工打設時変位速度の算出

　時刻tでの変位速度V，は、式（5．2）を微分することで式（5．3）により算出する。

叱一芸一α・β・e－・・’t・Ue・……・…・・…………………一…・（5・3）

　また、時刻亡で覆工を施工した場合に抑制される変位量AUctは、式（5．4）にて算出され

る。ここで、U。f：覆工を打設しない場合の最終クリープ変位量（㎜）である。

　　△u、，　－u。f－u．、　・α・σ．一α・（・　－e一βり・u，一α・e－f・…Ue……・一…・（5．4）

　式（5．3）と式（5．4）より、式（5．5）の関係が導き出される。

　　△ひ、．乙……………・・……・…………・…………………（5．5）
　　　　　　β

天端三

【①の弾性変形範囲とクリープ変形の算定範囲】

@　　下　　　　　　　　　　計測データ範囲 上半

【②，⑤の弾性変形範囲とクリープ変形の算定範囲】
たは下半の内空変位　　　　　計測データ範囲　　　　　　　　　　　　　　　H

u・’ u8 u・’ u．

　ノ
m

　！
f

0 下半掘削　　　　下半3D

@　　①における算定範囲

インバート打工
　　　時間

｢工打設

0 下半掘削　　　　下半3D
　　　　　　　　　インバート打・

A，⑤における算定範囲

　　　時間

｢工打設

上半

【③，⑥の弾性変形範囲とクリープ変形の算定範囲】

@　　たは下半の内空変位　　計測データ範囲 上半

【④，⑦の弾性変形範囲とクリープ変形の算定範囲】

@　たは下半の内空変位　　　計測データ範囲

u．’ ∪． u．’ u．

　ノ
f

　ノ
m

0 下半掘削　　　　　　　　　下半3D
@　　　　　　インバート打設

@　③，⑥における算定範囲

　　　時間

｢工打設

0 下半掘削　　　　下半3D
　　　　　　　　　インバート打

C，⑦における算定範囲

　　　時間

｢工打設

　　　　　　　　　　　　　　Ue＝Ue’／0．7（先行変位量を考慮した値）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ue’：実際に計測された弾性変位量

図5．7　弾性変形範囲とクリープ変形の算定範囲

Step－4）覆工作用荷重の算出

　式（5．1）において鉛直方向荷重σvを変位を抑制するのに見合う覆工作用鉛直荷重Pvに、

またUeを覆工により抑制される変位量AUctにそれぞれ置き換え、さらに式（5．5）の関係を

代入する。また変形係数はクリープによる影響を考慮し最終変位状態のE／（1≠αノとすること
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で得られる式（5．6）に、覆工打設時変位速度、クリープ係数等を代入することにより、覆工

作用鉛直荷重を算出する。なお、覆工打設時変位速度を内空変位計測値から推定する場合に

はθ＝0（rad）として算出するものとする。

ひ緒命悟⊇字⇒’’’’’’’’”（5’6）

5．2．2変形係数および側圧係数についての課題点

　登坂らの研究42）による手法にて算出した変形係数と側圧係数を図5．8に示す。このように、

変位計測値から算出される変形係数および側圧係数の値は、弾性変形の算定範囲によって大

きく異なる結果となる。また、キロ程毎の算出結果にもばらつきが見られる。全体的には、

上半測線の内空変位を用いた場合には、下半測線の内空変位を用いた場合に比べて、変形係

数や側圧係数の値が小さくなる傾向が見られる。このことから、内空変位計測値から算出す

る登坂らの手法を用いる場合には、解析に用いる計測値（測線）の設定および弾性変形の算

定範囲の設定が重要となる。
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変形係数と側圧係数のばらつき

5．2．3クリープ係数の算定についての課題点

　クリープ係数α、βの算定においては、覆工打設時におけるクリープ変形を適切に評価で

きるようにモデル化する必要がある。弾性変形とクリープ変形の算定範囲の違いによるα、

βの値を図5．9に示し、これらのばらつきを変動係数（標準偏差を平均値で割ったものの百

分率）として示したものを表5．14に示す。α、βのばらつきは下半測線の内空変位を用いた
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場合の方が小さく、特に覆工打設時の変位速度に対する影響が大きいβに対してその傾向が

顕著に見られる。
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弾性変形範囲とクリープ変形範囲の違いによるクリープ係数値のばらっき

表5．14弾性変形範囲とクリープ変形範囲の違いによるクリープ係数値の変動係数

変動係数
データ個数

α β

① 1
一 一

② 2 2．2 94．7

③ 13 49．0 72．5

④ 4 17．2 75．8

⑤ 3 35．4 70．4

⑥ 13 40．6 55．9

⑦ 9 46．4 58．3
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一解析値3（※3）
0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※1：全てのデータを用いた場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※2：下半掘削位置6D以降のデータを用いた場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※3：計測時期，データ頻度を調整した場合
0　　　　　100　　　　200　　　　300　　　　400　　　　500

　　クリープ変位開始からの時間（day）

　　　図5．10　クリープ係数のフィッティング例（断面A）
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　また、覆工打設時期の変位速度を用いて覆工作用荷重を算定しているため、クリープ係数

のフィッティングに対してはできるだけ覆工打設時期に近い場所での近似を行う必要がある。

図5．10に示すクリープ変形のフィッティング例（断面A）のように、クリープ変形当初は計

測データが多く、計測期間の後半の計測値が不足するような場合には、全てのデータを用い

て単純にクリープ係数を算出すると覆工打設時期（Hの付近）での変位量を正確に反映でき

ない。したがって、解析に用いる計測値およびクリープ変形範囲の設定の他に、クリープ係

数算出時の実測データとのフィッティングが重要となる。

5．2．4覆工作用荷重推定方法の提案

　本章では、登坂らの研究42）に以下に示す改良を加えることで、より精度良く荷重推定を行

う方法を提案する。本提案手法における計算条件を表5．15に示し、図5．11に弾性変形およ

びクリープ変形の算定範囲を、図5．12に本提案手法の荷重推定フローを示す。

　　改良点①：Step－1において、覆工応力測定結果および既往調査実績74）75）から膨張性地

　　　　　　山での側圧係数Koは既知のもの（Ko＝1．0～1．2）であるものとする。また、周

　　　　　　辺地山と支保を合算した状態での変形係数の算出は、円孔状態に近く覆工打設

　　　　　　前のトンネル変形状態が反映される下半測線の内空変位と設定した側圧係数に

　　　　　　より式（5．1）から算出する。

　　改良点②：クリープ変形のモデル化は、変形係数の算出と同様に、下半内空変位計測値

　　　　　　を用いるものとし、そのモデル化は式（5．2）にて行う。

　　改良点③：解析に用いる計測値の時間頻度の調整等を行い、覆工打設に近い時期の計測

　　　　　　値の影響を考慮したフィッティングを行う。

表5．15内空変位計測による覆工作用荷重の算定手法における計算条件

内空変位と

　覆工作用荷重

　　　　について

・下半掘削時から下半の切羽位置が3D離れるまでの期間での内空変位を弾性変

形とし、それ以降の内空変位をクリープ変形とする。

・計測開始時点での先行変位量を、経験的に弾性変位量の30％とする。

・下半掘削位置から3D以上離れた値での変位量をフォークトモデルでモデル化

する。

・地山の変位・応力の関係式は、無限弾性均質等方体の地山に円孔を掘削した場

合の弾性理論解より求める。

・覆工作用荷重は、完全剛体と仮定した覆工が、覆工打設後の地山のクリープ変

形を抑止するときに必要な内圧荷重とする。
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下半の内空変位 計測データ範囲

Ue’ u6

　ノ
I

0 下半掘削　　　　下半3D
インバート打昔

　　　時

｢工打設

時間

　　　　　　　　　　　Ue＝Ue’／0．7（先行変位量を考慮した値）

　　　　　　　　　　　　　　　Ue’：実際に計測された弾性変位量

図5．11　弾性変形およびクリープ係数の算定範囲

Step－1：変形係数の算出

周辺地山と支保を合算し

ﾏ形係数を算出する．

Step－2：クリープ変形のモデル化

計測された内空変位を

Nリープ関数式にてモ勃

Step－3：変位速度の算出

クリープ関数式より覆工‡

ﾏ位速度を算出する．

Step－4：覆工作用荷重の算出

弾性理論解による算定式により

覆工打設後に作用する外力を算出する．

図5．12　荷重推定フロー

5．2．5実測データを用いた検証結果

　本提案手法は、覆工打設時期における内空変位速度V，を計算することによって、覆工作用

荷重を推定するものである。そのため、覆工応力測定結果が得られた箇所のうち、内空変位

が完全に収束する前に覆工が打設された断面Aと断面Eを用いた検証を行った結果を以下に

示す。なお、断面B、断面Cおよび断面Dでは、覆工打設時に内空変位がほぼ収束（打設前

1ヶ月間）した状態であったため、本解析手法での荷重算出は困難であった。
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（1）クリープ変形範囲に対する検証結果

　クリープ変形範囲に対する影響を検証するため、下半掘削3D以内にインバート施工され

た断面Aについて、インバート施工以降をクリープ変形範囲とした場合と、本提案手法での

計算条件である下半掘削後3D以降をクリープ変形範囲とした場合の検証を行った。クリー

プ係数の算定結果を図5．13に示す。このように、クリープ変形の範囲をどのように設定す

るかによって、算出されるクリープ係数（α、β）の値は大きく異なることとなる。また、

覆工打設時における変位速度を適切に評価するため、計測頻度等の調整を行うことで、覆工

打設に近い時期における変位量を適切にモデル化できることがわかる。
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（b）クリープ変形設定を下半掘削位置3D～

図5．13　断面Aにおけるクリープ変形の算定結果

　次に、覆工に作用する荷重を検証した結果を図5．14に示す。このように、本提案手法に

て算出した覆工作用荷重は、覆工応力測定結果から算出された覆工作用荷重と良い整合が得

られた。また、下半掘削3D以内でインバートを施工された場合について、クリープ変形範

囲を本提案手法における計算条件と異なるインバート施工後（掘削最終段階の変形量）とし

て荷重を算出した結果は、下半掘削3D以降をクリープ変形範囲とした場合に比べて覆工作

用荷重がより小さく算出される。したがって、下半掘削3D以降をクリープ変形範囲と設定

した方が安全側に評価できる結果となる。
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　　　　　図5．14　断面Aにおける覆工作用荷重推定結果

（2）キロ程毎の覆工作用荷重の検証

　断面Eでの覆工応力測定結果と近傍測点における内空変位データを用いて算出した覆工作

用荷重推定結果を図5．15に示す。覆工作用荷重推定結果にはばらつきが見られ、全体に覆工

応力測定結果よりもやや低めの値となっているが、実際に覆工応力を測定した覆工打設スパ

ン内では実測値と近い値が得られた。また、図5．16に示すように、断面E近傍におけるクリ

ープ変形の計測値を比べた場合、測点が近いにもかかわらず変位の収束状況が異なっている。

したがって、覆工作用荷重の推定にあたっては、内空変位自体がキロ程毎にばらっきを示し

ていることを十分考慮し、周辺の地山状況や変位状況と合わせて、算出された作用荷重に対

する安全率を考慮した設計荷重の設定を行う必要があるといえる。
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5．3ノモグラムを用いた簡易覆工設計法

　前節において検討した手法により、内空変位計測値を用いて将来の覆工作用荷重を推定し

た場合、覆工の設計方法としては、骨組解析等によって覆工に生じる断面力を算定し、耐力

を照査する方法が一般に用いられることとなる。

　本節では、覆工作用荷重を推定した後、骨組解析等を用いずに設計をより簡易にするため

のノモグラムを用いて覆工仕様（無筋コンクリート覆工の可否）を選定する方法を提案する。

特にここでは、ひび割れの発生あるいは特定のひび割れ幅の開口を許容しない覆工仕様の選

定法について検討する。図5．17に、検討の流れを示す。

覆工の耐力評価（無筋コンクリート） 骨組解析によるパラメータースタディ

ひび割れ条件と断面耐力の関係を整理

@　　　（M・N曲線の作成）
作用荷重と発生断面力の関係を整理

ひび割れ条件と作用荷重の関係を整理

ノモグラム完成

図5．17　ノモグラム作成フロー

5．3．1ひび割れ発生時の耐力評価

（1）覆工耐荷力の評価方法

　ひび割れ発生の判定（または所定のひび割れ幅発生の判定）を行うため、図5．18に示す

ようなひび割れ発生時の断面耐力および所定のひび割れ幅開口時の断面耐力を表すM・N図

を作成する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－96一



　M－N図（ひび割れ判定図）の作成は、『変状トンネル対策工設計マニュアル平成10年2

月　（財）鉄道総合技術研究所』77）における“参考資料一4解析に用いるコンクリートひび割

れ断面モデル：松岡らの方法10）ll）”に準拠して行うものとする。

　以下、ひび割れ断面のモデル化方法（ひび割れ発生時およびひび割れ幅0．2mm開口時に対

する断面耐力算出方法）を示す。ここで、ひび割れ発生時とは部材の縁応力がコンクリート

の引張強度に達した時点を示し、ひび割れ幅0．2mm開口時とはひび割れ箇所における開口幅

が0．2mmに達した時点を示す。

≧
圧縮損傷領域

ひび割れ領域

　　　ひび割れ発生

び割れ発生線

　　　　　　　　　曲げモーメントM

図5．18　ひび割れ発生断面耐力図（M・N図）の例

（2）ひび割れ断面における断面力のモデル化lo）ll）77｝

　ひび割れ断面における断面力（覆工耐荷力）を算定するための仮定条件を以下のように設

定する。

　　1）ひび割れ発生断面以外の覆工は健全であることから、ひび割れ断面に作用する断面力

　　は部材の図心に作用するものとする。

　　2）ひび割れ間には、応力の伝達が無いものとする。

　　3）ひび割れ以外の部分は、平面保持されているものとする。

　　4）コンクリートの応力・ひずみ曲線は、図5．19に示す『コンクリート標準示方書』（平

　　成14年、土木学会）78）の二次曲線タイプに準拠する。

　　5）コンクリートは、引張強度に達した時点でひび割れが発生するものとする。

　以上の仮定にしたがうと、ひび割れ断面のひずみ・応力分布は図5．20に示すようになる。
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婦ゐ・歳オ（diL2－　0．002）

　　　　　　　　　　0．002　　　　　　　　　　　　　　　　Ecu
　　　　　　　　　　Ec，

図5．19　コンクリートの圧縮応カーひずみ曲線

，
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　　　　ひずみ分布　　　　応力分布

図5．20　ひび割れ断面の応力・ひずみ分布

ここで、4：引張強度、εt：引張強度におけるひずみ量、ε　。i：圧縮縁におけるひずみ量、　y：

図心からの距離、εc’（y？：図心からの距離yにおけるひずみ量、σ．’（y？：図心からの距離y

における応力、α：部材高さに対するひび割れ深さの割合（参考文献に従うため粘性倍率と

同じ文字を用いる）、0：引張応力が作用している部材高さ、h：部材高さである。ひび割れ

断面におけるひずみ分布は、仮定3）から式（5．7）のように表せる。

　　己’ω一詰．C・y－｛÷α・h・C）………………………・（5・7）

ここで、y＝α・h－b！2のときε。’ω＝一εtであることを利用すると、式（5．7）により0はε

cm　t Aαで表せる。
　　C。（h一α・h）・・t＿．＿．．．．．＿＿．＿．．．．．．．．＿＿＿＿．＿．＿．．（5．8）

　　　　　ε　十ε　，
　　　　　　t　　　　cm

　また、圧縮側の応力は、ひずみ分布から式（5．9）のようになる。

　　0≦ε。’（y？≦0．002のとき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一98一



　　　　a・’fy）－2・ki・本2轟．h－C）｝・y－（一告・α・h・C）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　一蠕七2荒．h．C）｝・y－（一；・a・h・C）…（5・9）a

　O．002〈ε。’（y？≦〔λ0035のとき

　　　　σ．　’fy）一　ki・f。d’・・……・…・・……………………………（5．9）b

また、断面力は、式（5．10）のように表せる。

　　N一隆’ω・b・dy

　　　　一息…己，6）・b・dy－；・f’・C・b・・…………………………（5…）a

　　M一惨16）・y・・b’dy

　　　　－JIAII　．．．、．。　・・　’　（y　）’　（y・α・h・C一告）・b・dy－－ll・f，　・C・＠一号・9｝・・（5…）b

ここで、N：軸方向圧縮力、　M：曲げモーメント、　b：部材幅である。また、コンクリートの

引張時の弾性係数E，については、

　　E，　－k，・f・d26．。。1・・………・……・・………………・・…………（5…）

で表せるものとした。

　仮定5）より、引張側の縁応力が引張強度に達したとき、ひび割れが発生するとする。

　以上により、ひび割れ発生時の断面力M－Nの関係は、式（5．8）において条件α＝0のもとで、

式（5．9）、式（5．10）より求めることができる。

（3）ひび割れ断面における変形挙動のモデル化lo）11）77）

　あるひび割れ幅を与える断面力M・Nの関係は、以下のようにひび割れ断面における変形挙

動をモデル化することで算出する。

　ひび割れ断面の変形挙動をモデル化するのに際し、図5．21に示すような等価塑性ヒンジ長

の概念を導入し、等価塑性ヒンジ長にある部材のたわみ角はひび割れの開口によって生じる

ひび割れ面の回転角と等しくなると仮定する。ここで、等価塑性ヒンジ長は中立軸における

長さとし、等価塑性ヒンジ端では平面保持が成り立つものとする。この仮定にしたがうと、

図5．21より、ひび割れ開口による回転角λは、式（5．12）のように表せる。

　　　　　w
　　λ＝一・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　”°’’’”…　一・・（5．12）

　　　　α・h
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ここで、W：ひび割れ開口幅、α：断面高さに対するひび割れ深さの割合、　h：断面高さであ

る。

　一方、等価塑性ヒンジ長間のたわみ角kは両端の縁変形量から式（5．13）で表せる。

　　Z．4z1＋d・・．．＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．．．＿＿＿＿＿＿．．．．（5．13）
　　　2（1一α）・h

ここで、dz、：圧縮側の縁変形量、　dz2：引張側の縁変形量である。縁変形量は等価塑性ヒン

ジ長から式（5．14）で表せる。

　　　　　　　L　　　　　　　L
　　4z1＝ε一㌧丁・dz・＝ε”7”’’’”…’’’’’’’”…◆……’’”…”（5・14）

参／／た

　　　　Nたわみ輪

等価塑性ヒンジ長ピ／2ec．・

中頭　　d・i

　　ノ’

　　　　　　　　　　　　　　　図5．21　等価塑性ヒンジ長

ここで、∬：等価塑性ヒンジ長、ε　，m’：圧縮縁のひずみ、εt：引張強度における引張ひずみ

である。次に、式（5．14）を式（5．13）に代入し式（5．15）を得る。

　　　k　　ε　’＋ε　L’

　　　ラずα）元’丁…’…’’”…………”…’…”…（5・15）

ここで、回転角λとたわみ角kは仮定により等しいため、式（5．12）を式（5．15）に代入して、等

価塑性ヒンジ長は式（5．16）のように表せる。

　　　L’　一α．捻）・w－……・・……………・…・………・……・（5・16）

　一方、無筋コンクリート部材では、ひび割れが深くなるとひび割れ断面の挙動は剛体変形

に近づくものと推定される。そこで、等価塑性ヒンジ長は断面高さに対するひび割れ深さの

割合の関数であると考え、式（5．17）で表せると仮定する。

　　　L’　一（1一α）・h・……・…・…………・一…・・………・…………（5．17）

　以上のように、等価塑性ヒンジ長の概念を導入することにより、ひび割れ断面における圧

縮側の縁ひずみとひび割れ開口幅は式（5．16）、式（5．17）により関係づけられ式（5．18）の
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ように表せる。

　　W一α・（・、。L・，）・h・・…・…・・…’……◆…〉…‥…’………’°…（5・18）

　以上により、ひび割れ開口幅Wを固定した場合におけるひび割れ断面における断面力M

Nを式（5．10）より算出することができる。

（4）覆工耐荷力曲線（M・N図）

　上記手法により算出した覆工巻厚30cm、設計圧縮強度f，k＝18N／mm2の無筋コンクリート

における、ひび割れ発生時およびひび割れ幅0．2mm開口時の覆工耐荷力曲線（M・N図）を

図5．22に示す。

　　　　　　　　　　　　一ひび割れ発生時　一ひび割れ幅02mm開口時
　　　　　　4000

　　　　　　3500

　　　　　　3000

　　　　（　2500
　　　　三
　　　　）　2000

　　　　溺　1500

　　　　　　1000

　　　　　　　500

　　　　　　　　0
　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　50　　　　　　　　　　100　　　　　　　　　150　　　　　　　　　200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　曲げモーメント（kN・m）

　　　　　　　　　　　　　　　　（t＝30cm　fck＝18N／mm2）

　　　　　　　　　　　　図5．22　ひび割れ発生判定M－N図

5．3．2ノモグラムの作成

　地盤の変形係数、覆工に作用する荷重、側圧係数等をパラメーターとした骨組解析を行い、

前節にて算出したひび割れ判定M・N図から各パラメーターの覆工耐荷力を求め、その結果を

ノモグラムとして整理する。

（D骨組解析条件

　解析モデルは、図5．23に示す新幹線標準断面とする。また、骨組解析モデルは図5．24に

示すとおりとし、覆工とインバート間の結合は曲げを拘束しないピン結合とした。これは、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－101一



覆工構造が無筋コンクリートもしくはSFRCを対象としており、インバートコンクリートと

の接続は鉄筋等による剛な結合が行われていないことをモデル化したものである。

　骨組解析モデルの支持条件は、部材法線方向を地盤ばねによって支持されたものとし、地

盤ばねは覆工が内空側へ変形した場合には作用しないものとした。骨組解析基本条件および

パラメーター値を表5．16に示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉛直作用荷重P、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　皿一
　　　　，アー’◆噂、㌔
　　　ン　　　　　　　　　　　　　　“
　　　〆　　　　　　　　　　　　　　　　　9
　　P’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c

　　　　P　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b

！　　　　　　、
水平作用荷重

PH＝Ps×1・：　）

図5．23　解析断面　　　　　　　　　　　　　　　骨組解析モデル

　　　表5．16骨組解析基本条件およびパラメーター値

記号 単位 設定値

覆工の設計強度 f N／mm2 18

覆工のヤング係数 E kN／mm2 22

地盤の変形系数 E MPa 200，500．1000

覆工厚 t cm 30

鉛直荷重 Pv kN／㎡
　　　50，　100，　200，　400，　600

i換算土被りで2．5，5，10，20，30相当）

側圧係数 一 1．0，1．2，1．5

（2）覆工耐荷力判定結果

　ひび割れ発生時およびひび割れ幅0．2mm開口時の覆工耐荷力曲線（M－N図）に、骨組解

析により得られる各荷重ケースの覆工断面力算出結果をプロットし、荷重変化による断面力

推移線と覆工耐荷力曲線との交点よりひび割れ発生時およびひび割れ幅0．2mm開口時を与

える荷重値を算出する。具体的にはまず、表5．16の変形係数、側圧係数の組合せごとに鉛直

荷重に対応した各節点の断面力を算出し、最大値が発生する節点（最初にひび割れが発生す

る箇所）を求めると図5．25に例示するとおりになる。次に、この節点における断面力推移線

と前項にて導いた覆工耐荷力曲線との交点を求め、ひび割れ発生時、およびひび割れ幅

一102一



0．2mm開口時における荷重および断面力を算出する。図5．26および表5．17に最終的な荷重

の算出結果を示し、図5．27～図5．29に荷重を求めるための各ケースにおける覆工耐荷力判定

図を示す。なお、各ケースとも最初にひび割れが発生する箇所は側壁部となった。図5．26に

示すように、地山の変形係数が大きいほど地盤反力が大きくなるため、アーチ構造物として

の覆工耐力が大きくなる傾向が見られる。また、ひび割れ発生時の耐荷力は地山の変形係数

が500MPa以上になるとそれほど大きな違いは見られない。さらに、ひび割れ幅0．2mm開

口時の耐荷力については、ひび割れ発生時に比べて地山の変形係数の影響をより大きく受け

る傾向が見られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のサ　ロぼやゆ’e・t＋，

　　　　　　　日　　　ヲ　　　　喜　　　　忍

　　　　　　　（a）曲げモーメント図　　　　　　　　　　　（b）軸力図

　図5．25ひび割れ発生箇所の断面力算出例（E＝200MPa，　Ko＝10，　Pv＝100kN／㎡）

一　　　　　　　　　　　【側圧係数Ko＝10】　　　　　　　　　－1－一一・

・　　プー一～　　　　　一　　一　一一一．マ　　w－＾一一｝　一〔一、，

一◆一ひび割れ発生ライン

{ひび割れ幅02mmライン
1

ひび割れ幅02mm 1

　　500

@　400
瘁?T　300

ｱ倒　　200拒倒頴　　100 　　　　1｛彩l　　　l

　　　　　　　　　　　θ　　　　　　　　　　　　　＿

@　　　　　　　　　　F

@　　　　　　　　　　l

戟@il⊂
｝　　一 一．

ひび割れ発生

L二・ 200　　　　　400　　　　　600　　　　800　　　　1000　　　　1200

@　地山の変形係数E（MPa）

一

500

oo4

oo3

oo2

oo1

0

0　　　　200　　　400　　　600　　　800　　　1000　　 1200

　【側圧係数Ko＝12】⌒一〕．一
1

＋ひび割れ発生ライン

{ひび割れ幅02mmライン
　　　　　l
@　　　　l

ﾐび割れ幅02mm

1
6　－一一

li，
r　｜ ひび割れ発生

（a）側圧係数Ko＝1．0　　　　　　　　　　　（b）側圧係数尾＝1．2

　　　　　図5．26　地山変形係数と覆工耐荷力の関係

表5．17　各条件における覆工耐荷力算出結果（Pv）一覧表
地山の変形係数E（MPa）側圧係数

@Ko 200　　　　　　　　　　　　500　　　　　　　　　　　1000

1．0 88．8kN／㎡ 1256kN／㎡！1304kN／㎡

ひび割れ発生時 12 　　　　2T8．3kN／m 83．8kN／㎡1　94．2kN／㎡

15 　　　　2S0．5kN／m 53．7kN／㎡　　66．6kN／㎡

1．0 159．8kN／㎡ 241．4kN／r㎡　307．2kN／㎡

ひび割れ幅0．2mm開ロ時 1．2 85．6kN／㎡ 156．9kN／㎡1　222．1kN／㎡

1．5 47．2kN／m 104．4kN／m　　153．6kN／m
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図5．27　覆工耐荷力判定結果（Ko＝1．0の場合）
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図5．28　覆工耐荷力判定結果（Ko＝1．2の場合）
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図5．29　覆工耐荷力判定結果（Ko＝1．5の場合）
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（3）荷重推定結果による覆工仕様判定ノモグラム

　無筋コンクリート覆工の耐力評価および骨組解析によるパラメータースタディの結果によ

り、ひび割れ発生時およびひび割れ幅02mm開口時の境界荷重をそれぞれ設定し、覆工作用

荷重算出後に骨組解析等を行うことなく覆工仕様判定ができるようなノモグラム41）を作成す

る。

　ノモグラムについては、骨組解析による覆工耐荷力判定結果に基づき、以下の方針にて作

成する。

　　1）無筋コンクリートの可否の判定は、無筋コンクリートの引張強度が非常に小さく、鉄

　　筋コンクリートおよびSFRCのようなひび割れ後のじん性があまり期待できない部材

　　であることから、ひび割れ発生時を考慮したものとする。なお、参考としてひび割れ幅

　　0．2mm開口時も記載する。

　　2）地山の変形係数が覆工耐荷力に与える影響に比べて、側圧係数が覆工耐荷力に与える

　　影響の方が大きいことから、側圧係数と鉛直荷重を軸としたノモグラムとする。

　図5．30に覆工仕様判定ノモグラムを示す。
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【地山の変形係数E＝200MPa】
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図5．30　荷重推定結果による覆工仕様判定ノモグラム
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5．3．3荷重推定による簡易覆工設計法

（1）荷重推定による簡易覆工設計手順

荷重推定による簡易覆工設計手順を図5．31に示す。

START

【基本条件の設定】

①地山の諸定数の把握
　（単位体積重量、土被り、変形係数、ボアソン比）

②内空変位計測結果の把握
　（下半測線の内空変位計測値の経時変化）

【覆工への作用荷重の算出】

Step－1：変形係数の算出

　周辺地山と支保を合算した状態の変形係数を算出
Step－2：クリープ変形のモデル化

　計測された内空変位をクリープ関数式にてモデル化

Step－3：変位速度の算出
　クリープ関数式より覆工打設時の変位速度を算出

Step－4：覆工作用荷重の算出

　弾性理論解による算定式により覆工打設後に作用する外力を算出

ひび割れ無し）

O．K．　　　　　ノモグラムによる　　　　　　OUT
@　　　　　　無筋コンクリート覆工

@　　　　　　　　耐力照査 （ひび割れ有り）

構造計算（骨組解析）による

@　　覆工構造設計

無筋コンクリート覆工

@　による施工

鋼繊維補強コンクリート

@　による施工

鉄筋コンクリート覆工

@　による施工

図5．31荷重推定による簡易覆工設計法（無筋覆工耐力照査）フロー
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（2）荷重推定判定に用いる補正係数

　内空変位測定値から推定した覆工作用荷重による覆工仕様判定を行う場合には、

　　1）ノモグラムにて算出される覆工耐荷力には安全率が考慮されていない。

　　2）内空変位計測値はキロ程毎にばらつきを示しており、推定される覆工作用荷重にっい

　　てもばらつきが生じるため、それらを考慮する必要がある。

　　3）内空変位計測値からの覆工作用荷重推定値は、全体に低めの値を示す傾向が見られる

　　ことから、算出された覆工作用荷重に対して安全率（補正係数）を乗じたものを設計荷

　　重として、覆工設計を行う必要がある。

　したがって、既述「5．2．5　実測データを用いた検証結果」による検証結果から、表5．18

および図5．32に示すように、内空変位測定値から推定した覆工作用荷重に対して、補正係

数を5．5として覆工仕様の判定を行うものとする。

表5コ8荷重推定結果による補正係数（安全率）の算定

　断面A
i549km968m）

　断面E
i555km330m）

覆工応力から　　される・重の　囲（Pv） 20～　　90kN／m 40～　140kN／m
内空…位計測但から　出される・重（Pv） 26．7～　53．2kN／m 25。4～　89．3kN／m

正係　（女　…） 3．4 5．5

※　工応力から　　される・重の最大但を満足せるように・重 結果を　正

　180
　160
乍140
≧120
9　iOO

晶8・

翻
29

覆工応力測定結 ●側圧係数K。＝1．0
果から推定される

｢工作用荷重の 一

（補正係数＝3．4）

計算値 補正値

（a）断面Aでの検証結果

　180
　160
乍140
≧120
考　loo

愚8・

馴
頴20

　　0

L●側圧係数K。＝1．0覆工応力測定結
ﾊから推定される

ﾗ重の範囲
∨“一＿＿＿一
（正．　＝5．5）

　　計算値　　　　　補正値

（b）断面Eでの検証結果

図5．32　覆工作用荷重の計算値と補正値
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（3）ノモグラムによる設計法の検証

　ノモグラムを用いて、断面A（549km968m）および断面E（555km330m）付近の荷重推

定結果により覆工仕様の判定（無筋覆工耐力照査）を行った結果を図5．33に示す。なお、ノ

モグラムは当該地山の変形係数からE＝500MPaのものを使用し、荷重の推定は側圧係数K。

を1．0とした場合と1．2とした場合の両方について計算した。

　断面Aでは、無筋コンクリートによる覆工ではひび割れ幅0．2mm以上のひび割れが入る

結果となり、SFRCにて施工された現場の選定結果と整合が取れている。

　断面Eでは、近傍測点の内空変位計測結果を用いて数測点での荷重推定を行ったが、内空

変位計測値に対してキロ程毎のばらつきが見られるため、一部無筋コンクリートによる覆工

を選定する結果となった。ただし、全体として無筋コンクリートでは覆工にひび割れが入る

結果が得られており、SFRCにて施工された現場の選定結果と整合が取れている。

　以上より、内空変位測定値から推定した覆工作用荷重による覆工仕様判定を行う場合、地

山状況や変位状況に応じて適切に検討区間長を設定して覆工仕様判定を行うことで、本手法

を適用することは十分可能であるといえる。

　　　　　　　　表5．19　内空変位測定値からの覆工作用荷重と設計荷重

荷重推定値Pv（kN／m） 補正係数 設計荷重PVd（kN／m） 備考

Ko＝1．O　　Koニ1．2 Koニ1．0 Koニ1．2

断面A 549km968m 53．2 38．2 5．5 292．6 210．1 応力測定断面

555km326m 89．3 64．2 5．5 491．2 353．1
応力測定断面断面E

555km329m 25．4 18．2 5．5 139．7 100」

　500

　450

　400
何∈350

x300

a250
劃200

恒1150

　100

　50

1．2　　　　　1．3

側圧係数Ko

i－・◆■一ひび割れ発生耐力線

　　・ひび割れ幅0．2mm耐力線

　▲　断面A
　　　断面E

図5．33　ノモグラムによる無筋覆工耐力照査（覆工仕様選定）結果図
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5．4まとめ

　膨張性を呈したトンネルにおける測定結果を用い、応力測定結果に基づく覆工への作用荷

重の推定および内空変位計測データをもとに弾性理論解を用いた荷重の推定方法について検

討した。また、覆工作用荷重を推定した後、骨組解析等を用いずに設計をより簡易にするた

めのノモグラムを用いて覆工仕様（無筋コンクリート覆工の可否）を選定する方法を検討し

た。検討結果をまとめると以下のようになる。

1）覆工応力測定結果から、覆工に作用する膨張性地山からの荷重形態（側圧係数）は、鉛

　直荷重よりも側方荷重の方がやや大きくなる傾向が見られ、その値は側圧係数Ko＝1．0～

　1．2と評価される。

2）覆工応力測定結果から、覆工作用荷重はPv＝10～190kN／㎡（換算土被り0．1～1．OD）

　程度であった。

3）登坂らの研究42）に一部修正を加えた内空変位から荷重を推定する手法では、下半測線

　の内空変位をクリープ関数式により適切にモデル化することで、精度良く作用荷重を推定

　することができた。

4）クリープ関数式を用いる場合には、クリープ変形時における適用データの計測頻度を一

　定とし、特に覆工打設時期における整合を図る必要がある。

5）覆工作用荷重の推定にあたっては、内空変位自体がキロ程毎にばらつきを示しているこ

　とと荷重推定値が低めの値を示す傾向が見られることから、実際の施工に反映させる場合

　には土被りや地質状況、内空変位等を考慮したうえで設計範囲を設定し、作用荷重に対す

　る安全率等を考慮した設計を行う必要がある。

6）ひび割れ断面をモデル化する既往手法lo＞　1・）77）により、ひび割れ発生時およびひび割れ

　幅0．2mm開口時の無筋コンクリートの耐力評価を行い、覆工作用荷重の境界値を設定す

　ることにより、無筋コンクリート覆工の可否を判定する簡易判定ノモグラムを作成した。

7）内空変位測定値から推定した覆工作用荷重に対して、計測結果のばらつきや安全率確保

　の観点から補正係数5．5を乗じた値を設計荷重とすることで、適切に覆工耐力を評価する

　ことができた。

　本章で検証を行ったトンネルは、トンネル掘削から覆工打設までの期間が長期に及んだた

め、覆工打設時の変位速度自体が小さく、推定荷重自体も換算土被りで1D以下と膨張性地
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山としては小さいものとなっている。今後は、早期に覆工を打設した場合のトンネルにおけ

るデータの収集等を行い、更なる検証を進めていく必要がある。
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第6章覆工設計法の提案

6．1　覆工仕様選定手法の理論的検証

　第3章～第5章までの検討においては、異なった考え方による3種類の独立した設計法を導

き出した。第3章では、覆工のひび割れ発生状況について分析し、外力作用によるひび割れを

抑止するための覆工仕様選定手法として、判別式による方法を検討した。第4章では、掘削時

に得られる様々なデータと覆工施工実績を多変量解析により分析し、適切な施工実績にもと

つく覆工仕様選定手法として、判別式による方法を検討した。第5章では、内空変位計測値か

ら覆工作用外力を算出し、覆工作用外力と覆工耐荷力の関係から求められる覆工仕様選定ノ

モグラムを用いた覆工仕様選定手法を検討した。

　本節では、これら3つの手法を用いて、岩手一戸トンネル（一戸工区）の実施工において得ら

れたデータを用いて覆工仕様の選定を行い、その結果の相互対比を行う。特に第5章において

導いた理論的な設計法によって、第3章および第4章で得られた判別式の妥当性を検証するこ

とを目的とする。

6．1．1　検証区間

　各覆工仕様選定手法の検証を行ううえで必要となるデータが全てそろっている岩手一戸ト

ンネル（一戸工区）のうち、膨張性地質を有していないうえ、健全な無筋コンクリート覆工の区

間が連続した範囲を除いた区間、　552k557m～555k377mの連続した延長約2，800mを検証区

間（無筋コンクリート49スパン、　SFRC36スパン、単鉄筋補強コンクリート12スパン）として

検証を行う。

6．1．2　各覆工仕様選定手法の概要

手法1）外力作用によるひび割れを抑止するための覆工仕様選定手法（判別式）

　第3章における検討では、外力作用によるひび割れを抑止するための覆工仕様選定手法を

導いた。この手法は、ひび割れの発生が覆工への作用荷重により引き起こされているという考

えにもとづき、無筋コンクリート覆工に対して側壁部にトンネル縦断方向に発生するひび割

れの発生を判別することが可能となっている。さらに手法の大きな特徴としては、未収束変位

に伴う短期残留荷重を表現する覆工打設時変位速度と地山の塑性化領域の拡大に起因すると
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考えられる長期残留荷重が表現する最終変位量インバート閉合後変位量を代入することに

よって決定される選定法となっていることである。下記にこの手法における覆工仕様選定の

ための判別式を再度示す。判定のために必要なデータとしては上半測線最終変位量、下半測線

のインバート閉合後変位量、覆工打設直前の上半測線変位速度である。

ZO．0436×A十〇．6649×B十21．0795×0－4．7922

　　　Z：判別得点

　　　　　　　（正値→ひび割れ発生（無筋コンクリートは不適））

　　　　　　　（負値→ひび割れ無し（無筋コンクリート））

　　　A：上半測線の最終変位量（m）

　　　B：下半測線のインバート閉合後変位量（㎜）

　　　0：覆工打設直前の上半測線変位速度（㎜／日）

手法2）適切な施工実績にもとつく覆工仕様選定手法（判別式）

　第4章における検討では、ひび割れ密度を精度良く推定し、その予測値が0．3本／m以上の場

合にSFRCを採用してひび割れの発生量を抑制できている実績を適切な施工と位置付けて覆

工仕様の選定実績から導かれた判別式である。下記にこの手法における覆工仕様選定のため

の判別式を再度示す。判定のために必要となるデータは土被り、地山強度比r次支保耐力、天

端沈下量、インバート打設後上半測線変位量、覆工打設前の3ヶ月間変位量（下半測線）である。

Z・O．015×〔土被り〕－0．013×〔地山強度比〕＋0．034×〔一次支保耐力）

　＋0．011×〔天端沈下量フ＋0．156×〔インバート打設後上半測線変位量〕

　　　十1．059×　C覆工打設前の3ケ月！閉変位量イ下半測線刀一2．851

　　　Z：判別得点（正値→SFRC、負値→無筋コンクリート）

手法3）内空変位から算出した推定荷重とひび割れ発生時の耐力評価によるノモグラムを用

いた覆工仕様選定手法（荷重算出式＋ノモグラム）

　第5章における検討では、まず、内空変位計測値の経時変化をもとに理論解析手法により覆

工作用外力を算出し、次にこの作用外力に対して補正係数を乗じたものを設計荷重とし、設計

荷重を覆工耐荷力から求められるひび割れを許容しないノモグラムにプロットすることで覆
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工仕様の選定手法（無筋コンクリート覆工の可否）を導いた。

　なお、荷重推定手法は、覆工打設によって拘束されるトンネル変位量に相当する荷重を算

定する手法であることから、覆工打設時点においてトンネル変形が収束している場合（覆工打

設時変位速度が得られない場合）には荷重を推定することができない。ここでは、覆工打設時

変位速度が0．1mm！月以下の場合は変位が収束しているものとみなして、本手法の適用外とし

て判定する。必要なデータは下半測線の内空変位の経時変化データである。

6．1．3　各覆工仕様選定手法の検証結果

　各手法による覆工仕様選定を前項の計算により行った判定結果を表6．1に示す。この結果、

まず、手法1の場合、全97スパン中、「無筋コンクリート」と判別されたのは40スパン、「無

筋コンクリートは不可」と判別されたのは57スパンとなった。ひび割れ抑止を前提とした判

定にもかかわらず、覆工の施工実績と非常に近い結果となった。逆に手法2の場合、施工実

績にもとつく結果ではあるが、「SFRC」と選定されたスパンが65スパン、「無筋コンクリー

ト」と選定されたスパンは32スパンとなり、手法1に対して安全側の設計となる。この理由

としては、手法2の判別式を求める際、ひび割れ密度が0．3本／m以上の無筋コンクリートス

パンはデータから除外したことから、「SFRC」が選ばれやすい安全側の判別式となっている

と考えられる。最後に手法3については、97スパン中、判定が可能となったのは5スパンの

みとなった。これは覆工打設時に変位が収束している場合には、荷重の推定値が0に近くな

ってしまうため、適用できないということが理由となっている。ただし、覆工打設時の変位

速度が0．1mm／月を越えている場合のこの5スパンに対しては、手法1、手法2と結果が一致

しており、実績をもとに統計的に導かれた手法が理論的な手法により検証がなされたと判断

できる。

　このように、3つの覆工仕様の選定手法について、実施工データを用いて試設計を行い、

その結果を対比検証した。その結果、手法ごとの特徴が明確になり、また、各手法とも実際

の設計法として実用性を満足するものであることが確認できた。これらの検証結果を踏まえ、

手法ごとの適用性について考察を加える。

　まず手法1については無筋コンクリート区間における外力作用によるひび割れの発生有無

を、掘削中の変位状況により表現することのできる判別式である。施工実績との対比におい

ては非常に一致しており、また、この式をSFRC区間において適用した検証結果においても
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良い整合が得られたため、全ての区間において適用が可能である。実用に向けての今後の課

題として、得られた判別式が他トンネルにもそのまま使用できるのか、トンネル（地山条件）

に固有のものかの立証が必要である。

　手法2は、施工実績を正しいものとしてその選択結果（無筋コンクリートかSFRC）を、地質、

地形、施工状況および掘削中の変位状況により表現することのできる判別式である。SFRC

での施工実績を正しかったものとしており、本来無筋コンクリートで問題がない部分に対し

てSFRCと判定してしまう可能性がある。しかしながら手法1および施工実績との検証にお

いてよい整合が得られたため、手法1と同様、全ての区間において適用が可能である。実用

に向けての課題は、手法1と同様である。

　手法3では内空変位特性から理論解析手法により覆工への作用荷重を算出し、その荷重を

ひび割れを許容しない覆工仕様選定ノモグラムに当てはめて判定する。覆工により抑制され

た変位量に相当する荷重を算出する方法であるため、覆工打設時の変位がほとんど収束して

いる区間では荷重を推定することができず、判定が不可能となる。したがって、その適用範

囲は覆工打設時に変位が収束していない区間に限定される。この手法の考え方は弾性理論解

や骨組解析手法にもとついた理論的な手法であり、トンネルごとに相違が無く、普遍性を有

しているため、他トンネルへの適用が可能と考えられる。

　これらの適用性を総合的に判断すると、手法3では変位がほぼ収束した状態では荷重を評

価できないが、変位が収束していない場合には適切に荷重が評価され、判定結果は手法1、

手法2の判定結果を検証するものとなっている。そのためこの検証結果にもとづき、手法1、

手法2の判別式による簡便な手法により無筋コンクリートでの可否の判断を行う覆工設計方

法が最良の手法と位置付ける。ただし、覆工打設時に変位が収束しておらず、ある程度大き

い荷重の作用が想定されるような場合には、手法3のうち、荷重推定までの手法を用いて作

用荷重を算定し、構造計算により設計を行うものとする。

　次節において設計法の提案を行う。

一118一



表6．1覆工構造の判定結果一覧表（1／2）

キロ程 覆工構造の判定結果 ひび割れ実績覆工打設時
ﾏ位速度
rα1mm／月

0．2mm以 0．6mm以上

手；1 手；2 手；3 ・

552km557m
’　　、 一 一

0 0

552km606m 一 一 断　向 断　向
552krn645m 無 ’ 一 無 一 断　向 0

552km710m
’ 一 一 　0

　0一側璽蔀

552km750m 一 、 一
552km805m

、 一 無 一 側壁部 0

一552km860m 一 一
0 0

552km900m 一 一
0 0

552km946m
” 一 ’ 一 断　ロ 断　ロ

552km985m SFRC 一 一 天立部 天端部
553kmOOOm 不可 SFRC 一 SFRC 一 天立ロ 0A－一一A－

O553kmO13m 可 SFRC 一 SFRC 一 天　部
553kmO30m SFRC 一 一

0 0

553kmO51m SFRC 一 一
0 0

553kmO92m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km　111m 不可 SFRC 一 「七e　　　　　≒’ 一 断　向 0

553km128m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km136m 不可 SFRC 一 SFRC ｝ 側　部 0

553km154m 不可 SFRC 一 天立部 天9部
553km172m 不可 SFRC 一 SFRC 三 A．＞O 0

553km189m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

可 SFRC 一 一
0 0553km205m 、　ピ

@　プ553km221m SFRC 一 一
0 0

553km250m SFRC 一 一
0 0

553km287m SFRC 一 一
0 0

553km293m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km304m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km307m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km323m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km341m SFRC 一 、 一
0 0

553km380m SFRC 一 一
0 0

553km400m 不可 SFRC 一 SFRC 一 天端部 天端部
553km417m 不可 SFRC 一 SFRC 一

0 0

553km435m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0　－一

553km456m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km476m SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km498m SFRC 一 一 天9部 天立部
553km545m SFRC 一 一

0 0

553km599m 一 一 断　・ 0

553km660m 一 一
0 0

553km701m 一 一
0 0

553km721m 一 一
0 0

553km732m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km752m 不可 一 一
0 0

553km773m 不可 一 一
0 0

553km789m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km804m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km821m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km841m 不可 SFRC 一 SFRC 一
〇　　一 　0L－A

553km860m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km882m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km897m ・可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km906m 不ロ SFRC 一 SFRC 一
0 0

553km918m 不ロ SFRC 一 一 断　・ 0

553km959m 口 SFRC 一 一
1 0

注1）覆工打設時変位速度欄の“一”は、覆工打設時変位速度が0．1mm／月未満を示す。

注2）ひび割れ欄の“0”は0．2mm以上のひび割れがないことを示し、“一”は調査データがない

　　ことを示す。
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表6．1覆工構造の判定結果一覧表（212）

キロ程 覆工構造の判定結果 ひび割れ実績覆工打設時

ﾏ位速度
рO．1mm／月

0．2mm以上 0．6mm以上
手；1 手」2 手｝3

554kmO15m 不ロ SFRC 一 一 1　部 ‖　。

554kmO26m 不可 SFRC 一 一 則壁部

､壁。
晒顧

554km　100m 不可 、、 一 一
554km160m 一 一 側壁。 天立部
554km200m
T54km260m 無筋 ．蕪筋‘

一三

編
： 側壁。

､壁部
側壁部
V端部

554km337m 一 一
0 0

554km347m 一 SFRC 0 0

554km356m 一 SFRC 三 0 　『O

554km405m
T54km490m

　　不可

J不可
SFRC－一一一一一一

rFRC
：

蓑’　　　．、

F　　　　」邑

： ： ：

554km510m 不可 SFRC 不可 二 3．59
一 一

554km520m 不可 SFRC 不可 7．48 一 一
554km560m 不可 SFRC 一 w　　　犠 一 一 一
554km605m 不可 SFRC 一 一 断　・ 断　・
554km645m 不可 SFRC 一 一 断　・ 断　・
554km655m 不可 SFRC 一

・　　　．エ7
一 側壁部 0

554km665m 不可 SFRC 　　　　　　」 一
0 0

554km679m SERC 一 一 側壁。 側壁部
v　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

554km685m 不可 SFRC 一 一
0 　　　　一@　〇一一．　　－

@　0554km695m 可 SFRC 一 一
0

554km750m 不可 SFRC 一 ● 一 側壁部 側壁部
554km790m 不可 、、 一 無 一 側壁。 0

554km852m 一 一
0 0

554km900m 一 一 天・ロ 天立ロ
554km960m

、 一 一
ll壁。 0

555kmOO8m
、 一 一

0 0

555kmO38m 無 一 一
0 0

555kmO95m 一 一
0 0

555km155m 一 無 一
0 0

555km215m 一 一
0 0

555km245m
T55km305m

　無一無脇不司一 無一一一ASFRC

＿．二＿　一
　無筋一一一一．SFRC

：
00 00

555km310m 不可 SFRC 不可 SFRC 0．13 0 0

555km314m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

555km319m 不可 SFRC 一 SFRC 一 ll壁部 側　部
555km326m
T55km329m

不可 SFRC 不可 SFRC
不可 SFRC 不可 SFRC

0．37

O」9

00 00

555km335m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

555km343m 不可 SFRC 一 SFRC 一
0 0

555km350m 、口 SFRC 一 SFRC 一
0 0

555km377m
、

SFRC 一 一
0 0

注1）覆工打設時変位速度欄の“一”は、覆工打設時変位速度が0．1mm／月未満を示す。

注2）ひび割れ欄の“0”は0．2mm以上のひび割れがないことを示し、“一”は調査データがない

　　ことを示す。
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6．2　覆工設計法の提案

　本節では前節における検討結果から、最終的な覆工設計法を提案する。この設計法は、で

きるだけ複雑な計算を必要とせず、なおかつ適切に覆工の仕様を決定することを主眼として

いる。覆工設計フローを図6．1に示す。以下に設計手順について述べる。

　　1）　まず、対象トンネルが膨張性地山の地形・地質かどうかの判断を行う。特に「土圧

　　　が大きいと推定可」とされている地山強度比6以下を膨張性土圧が発生しやすい地質

　　　と判断し、6以上の場合は土圧が作用しにくいとして適用外とする。

　　2）　次に手法1（外力によるひび割れを抑止するための判定）および手法2（適切な施

　　　工実績にもとつく判定）において無筋コンクリート覆工で健全度が確保できるかどう

　　　かの評価を行い、確保できる場合は無筋コンクリートとし、確保が困難な場合は、覆

　　　工の補強を検討する。

　　3）すなわち無筋コンクリートでは健全度が満足出来ない場合で覆工打設時に変位がほ

　　　ぼ収束すると想定される場合は極端に大きな荷重は作用しないと考えられることか

　　　らSFRCを選定する。逆に、覆工打設時期の変位速度が大きくなることが予想され

　　　る場合には、手法3（内空変位から算出した推定荷重とひび割れ発生時の耐力評価に

　　　よるノモグラムを用いた覆工仕様選定手法）の前半の手法により荷重推定を行う。

　　4）その推定荷重がSFRCの許容耐力を満足する場合にはSFRCで十分と判断し、耐力

　　　を超える場合には鉄筋コンクリートとし、必要な配筋量を決定する。

　対象トンネルの岩手一戸トンネルではトンネル掘削～覆工打設までの期間が半年～2年と

比較的長くなっているが、通常このように覆工打設時期を遅らせることが可能となるとは限

らない。覆工打設時に変位が収束していないことは多く起こり得ると考えられるため、作用

荷重の算出を行ったうえで構造計算を行うケースも必要となると考えられる。

一121



膨張性の地山か
地山強度比Gn＜6

No
適用外

　　Yes

無筋コンクリート覆工で健全度が確保できるか

　　　　　　Zt＜0かつZ2＜0

Zl＝O．0436×〔上半測線の最終変位量（mm）〕＋O．6649×〔下半測線インバート閉合後変位量（mm）〕

＋21．0795×〔覆工打設直前上半測線変位速度（mm／日）〕－4．7922

Yes No

変位がほぼ収束
覆工打設前変位速度
　V〈O．lmm／月

　　　　　　Yes

No 覆工作用荷重の算出

呪3 怐f i1＋v）・R（1・α）’
oκデ1・（・一・式Kテ1・c…2e｝

V，：円孔の中心へ向かう内空変位速度（mm／day）』

α：粘性倍率　β：遅延係数（1／day）　　　　　囮ヨヨP・＝’C・’P・

内空’・からクリープ　　式と’

　　v，　l　　E
’　理言　　用いたp重　　法

　　　　1

設計断面力の算定Sd

Sd＜SFRC覆工断面耐力※

Yes No

無筋コンクり一ト覆工 鋼繊維補強コンクリート覆工

　　　　　（SFRC）

鉄筋コンクリート覆工

※SFRCの耐力評価についてはいくつかの手法lo）11）が示されている。

図6．1膨張性地山におけるトンネル覆工の設計法
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6．3　　まとめ

　本章では、第3章～第5章において検討した覆工仕様の選定手法を、岩手一戸トンネルの実

施工データを用いて対比検証した。またこの検証結果にもとづき新たな覆工設計法の提案を

行った。以下にまとめを述べる。

1）施工データを用いた各手法による覆工仕様選定結果では、手法1の場合、ひび割れ抑止を

　前提とした判定にもかかわらず、覆工の施工実績と非常に近い結果となったが、手法2で

　は、施工実績にもとつく選定法ではあるが、「SFRC」と選定されたスパンが多く、安全側

　の設計となった。手法3については、97スパン中、判定が可能となったのは5スパンのみ

　と少なく、覆工打設時に変位が収束している場合には適用が不可能となる。

2）手法3により選定が可能となるスパンでは、手法1、手法2と結果が一致しており、実績

　をもとに統計的に導かれた手法が理論的な手法により検証がなされたため、手法1および

　2の判別式を最適な設計法として提案する。

3）覆工打設時に変位が収束しておらず、ある程度大きい荷重の作用が想定されるような場合

　には、手法3のうち、荷重推定までの手法を用いて作用荷重を算定し、構造計算により設

　計を行うことが望ましい。

4）提案された覆工設計法は、トンネルの建設時に変状の初期段階で発生する覆工のひび割れ

　を極力少なくすることにより将来的な危険性を最小限とするという概念にもとついており、

　覆工打設後に時間の経過とともに土圧が増加するような膨張性地山における覆工の設計法

　としては適切な設計法と考えられる。

5）提案された覆工設計法は、既往の設計法では評価の出来なかった、変位がほぼ収束した後

　に覆工を打設した場合でも覆工へ荷重が作用することへの評価が可能となる。

6）提案された覆工設計法において最良の手法と位置付けた判別式は、岩手一戸トンネルの一

　部区間のデータにより導かれたものであるため、地質や施工法およびその他の条件が変化

　した場合、同じように適用できるかどうかについては本提案手法における今後の課題であ

　る。
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第7章結論

　本論文は膨張性地山における覆工の設計法の確立を目的として行った研究の成果にっいて

まとめたものである。各章の概要あるいは結論を以下に示す。

　第1章では序論として覆工設計についての現在の課題を取り上げたうえで、研究の目的と

論文の構成を述べた。

　第2章では前半で既往の関連する様々な研究について知見を示し、後半では膨張性地山に

おける施工事例および供用開始後の変状事例について紹介し、知見を述べた。

　第3章では膨張性地山における覆工のひび割れ発生の特性について検討を行うとともに、

多変量解析によりひび割れ発生に関する判別式を求めた。具体的には、東北新幹線岩手一戸

トンネルのうち、膨張性を有する区間4km間の覆工のひび割れ調査にもとづき、その結果か

ら地山の変形、覆工内の応力状態とひび割れの発生の関係について、基礎的な分析を行った。

その結果、ひび割れの発生は覆工内の応力状態に大きく影響を受けて発生しており、その応

力状態は覆工打設直前変位速度が表す未収束変位に伴う短期残留荷重、最終変位量やインバ

ート閉合後変位量が表現する長期残留荷重により引き起こされていることを想定することが

できた。また、多変量解析により求めたひび割れの発生を最も適切に判定する判別式は、上

半測線の最終変位量、下半測線のインバート閉合後変位量および覆工打設直前の上半測線変

位速度で表され、仮定した短期残留荷重、長期残留荷重の複合的作用を表現する式となって

いる。さらに、判別式を用いることにより、変位の状況からひび割れ発生を予測し、覆工材

料や覆工打設時期などを検討することが容易に行える可能性を示した。最後に、鋼繊維によ

る補強区間のひび割れ特性分析および判別式のSFRC施工区間への適用結果から、　SFRC覆

工のひび割れ発生に対する抑止効果を確認し、同時に判別式の有効性を検証することができ

た。

　第4章ではトンネル掘削前に得られる地形、地質データや、掘削中に得られる変位データ

を説明変数として適宜組合せ、ひび割れの発生量や覆工仕様を目的変数として多変量解析を

行った。具体的には、まず、無筋コンクリート覆工におけるひび割れ発生量については土被

り、地山強度比および一次支保耐力との間の相関は小さく、ひび割れを予測することは不可

能であるが、変位・変位速度を説明変数に加えると、相関が高くなることが確認できた。特

に、「ひび割れ密度」との相関が最も高く、実用に十分な精度のひび割れ密度の予測が実現で

きることを示した。また、算出された予測式に変位の大きなSFRC区間のデータを代入した
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結果、予測されたひび割れ密度は実際のひび割れ密度より大きくなったことから、SFRCに

よってひび割れの発生が抑制されたということがわかった。同時に、無筋コンクリートのひ

び割れ密度の予測値が0．3本／m以上の場合には、SFRCを打設していた傾向も確認できた。

次に、覆工仕様については、適切な選定がなされていたと判断されるスパンのデータのみを

利用し、判別分析を行った結果、掘削前に得られる土被りや地山強度比および一次支保耐力

に変位・変位速度を加えた場合、かなり高い確率で覆工仕様を予測できることを確認し、ひ

び割れを適切に抑制できる覆工仕様を選定できることを示した。

　第5章では膨張性を呈したトンネルにおける測定結果を用い、覆工応力測定結果にもとつ

く覆工への作用荷重の推定および内空変位計測データをもとに弾性理論解を用いた荷重の推

定方法にっいて検討した。また、覆工作用荷重を推定した後、骨組解析等を用いずに設計を

より簡易にするためのノモグラムを用いて覆工仕様（無筋コンクリート覆工の可否）を選定

する方法を検討した。具体的には前半においては、覆工応力測定結果から、覆工に作用する

膨張性地山からの荷重形態（側圧係数）は、鉛直荷重よりも側方荷重の方がやや大きくなる

傾向が見られ、その値は側圧係数Ko＝1．0～1．2と評価できた。また、覆工応力測定結果から、

覆工作用荷重はPv＝10～190kN！㎡（換算土被り0．1～1．OD）程度とそれほど大きな荷重では

ないことが判明した。さらに、登坂らの研究に一部修正を加えた内空変位から覆工への作用

荷重を推定する手法では、下半測線の内空変位をクリープ関数式により適切にモデル化する

ことで、精度良く作用荷重を推定することが分かった。その中でクリープ関数式を用いる場

合には、クリープ変形時における適用データの計測頻度を一定とし、特に覆工打設時期にお

ける整合を図る必要がある。また、覆工作用荷重の推定にあたっては、内空変位自体がキロ

程毎にばらつきを示していることと荷重推定値が低めの値を示す傾向が見られることから、

実際の施工に反映させる場合には土被りや地質状況、内空変位等を考慮したうえで設計範囲

を設定し、作用荷重に対する安全率等を考慮した設計を行う必要がある。後半においては、

ひび割れ断面をモデル化する既往手法により、ひび割れ発生時およびひび割れ幅0．2mm開口

時の無筋コンクリートの耐力評価を行い、覆工作用荷重の境界値を設定することにより、無

筋コンクリート覆工の可否を判定する簡易判定ノモグラムを作成した。その結果、内空変位

測定値から推定した覆工作用荷重に対して、計測結果のばらつきや安全率確保の観点から補

正係数5。5を乗じた値を設計荷重とすることで、適切に覆工耐力を評価することができるこ

とが分かった。

　第6章では、膨張性地山における覆工設計法の提案を行った。ここでは第3章～第5章に
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おいて検討した覆工仕様の選定手法を、岩手一戸トンネルの実施工データを用いて対比検証

し、この検証結果にもとづき新たな設計法の提案を行った。具体的には、実施工データを用

いた各手法による覆工仕様選定結果の対比により、第3章の手法の場合、覆工の施工実績と

非常に近い結果が得られ、第4章の手法では、第3章の手法と比較して安全側の設計となる

ことを確認した。また第5章の手法については、判定が可能となったスパンが少なく、覆工

打設時に変位が収束している場合には適用が不可能となることが分かった。しかし、第5章

の手法により選定が可能となるスパンでは、第3章、第4章の手法と結果がよく一致してお

り、実績をもとに統計的に導かれた手法が理論的な手法により検証がなされたことから、第

3章および第4章の判別式を最適な設計法として提案した。また、覆工打設時に変位が収束

しておらず、ある程度大きい荷重の作用が想定されるような場合には、第5章の手法のうち、

荷重推定までの手法を用いて作用荷重を算定し、構造計算により設計を行うことが望ましい

と考えられる。

　以上、各章における概要および結論を述べたが、本論文において提案された覆工設計法は、

トンネルの建設時に変状の初期段階で発生する覆工のひび割れを極力少なくすることにより

将来的な危険性を最小限とするという概念にもとついており、覆工打設後に時間の経過とと

もに土圧が増加するような膨張性地山における覆工の設計法としては適切な設計法と考えら

れる。また、既往の設計法では評価のできなかった、変位がほぼ収束した後に覆工を打設し

た場合でも覆工へ荷重が作用することへの評価が可能となっており、新たな設計法として提

案するものである。しかしながら、最良の手法と位置付けた判別式は、岩手一戸トンネルの

一部区間のデータにより導かれたものであるため、地質や施工法およびその他の条件が変化

した場合、同じように適用できるかどうかについては本提案手法における今後の課題である

と考えている。すなわち、異なった地質、地形または施工法を有しているトンネルの掘削前

の地質、地形データや掘削中の変位データ、施工データ、覆工施工後のひび割れ発生データ

などの各種データを用いて同様の分析を行うことにより、本提案手法がそのまま他のトンネ

ルに適用できるものなのか、地質や施工法が変化する場合には判別式の適用が不可能となる

かについてさらなる検証を行っていく必要があると思われる。また、本論文において覆工へ

の作用荷重の検証を行った岩手一戸トンネルは、トンネル掘削から覆工打設までの期間が長

期に及んだため、覆工打設時の変位速度が小さく、推定荷重自体も換算土被りで1D以下と

小さいものとなっているが、変位が収束しない早期に覆工を打設するケースも考えられるこ

とから、そのようなトンネルでの推定作用荷重が大きい場合についての検証を行うことによ
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り、本提案手法が微少なひび割れが発生する程度の荷重が小さい場合と構造の不安定が発生

するような荷重が大きい場合の両方を網羅した設計法となっていくものと考えられる。
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